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１．はじめに

本稿は山本（2019）の続編に相当し、オース
トリアのフォラールベルク州に立地する優良企
業がいかにしてそうなりえたのか、その経緯の
叙述を目的とする。

上記の前稿で示したように、この州は１人当
たり GDP という指標でみると、2007年時点に
おいて EU の NUTS２レベル約270地域のなかで
第38位に位置し、2015年になると第28位に上昇
した。つまり EU 内の他地域と比較して、すで

に高かった経済力をさらに高めてきているので
ある。そのよってきたる所以は州内に立地する
企業の活力にある。州内に大都市圏がないにも
かかわらず、また首都ウィーンからだけでなく、
ミュンヘンやチューリヒなど欧州で顕著な経済
力を発揮する大都市圏から遠く離れているにも
かかわらず、さまざまな産業分野にわたって優
良企業が存在している。そうした、地域の経済
水準を高めることに貢献している諸企業の歴史
と現状を描くことが本稿の目的である。

山本（2019）では、同州に立地する企業のな
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かで製造業部門最大４社のイノベーティブな活
動の具体的姿を描いた。本稿では、紙幅の制約
の故に、前稿で扱った最大４社についで2015年
時点で同州内での雇用数が多かった３社を取り
上げる。もちろん、その３社は最大企業４社と
同様、優良企業である。いずれも筆者は2017年
９月に、フォラールベルク経済会議所の支援を
得て経営トップにインタビューする機会をもち、
工場等の見学も行なった。

ところで、優良企業即ちエクセレント・カン
パニーといえば、Peters and Waterman （1982）が
想起される。この２人はコンサルタント事業で
の多国籍企業であるマッキンゼー社に勤務し、
極めて優良な業績を長期にわたって挙げていた
アメリカ企業を観察するとともに、それらの重
役や社員にインタビューした結果をもとにして、
エクセレント・カンパニーに共通する特徴を抉
り出した。本稿ではその特徴がフォラールベル
クの優良企業にも当てはまるか否かを考察する。

Peters and Waterman（1982）は優良企業の条
件を企業文化に求めている、と解釈できる。そ
れは、同書の「第１部　超優良企業の条件」の
中で、「組織の持つ文化」すなわち、「一人一人
の男女社員の限界（情報処理能力）と力（献身
度と熱意から湧き出る）をとことんきわめた組
織を作り上げること、これが超優良企業といわ
れる組織の強さの根源なのだ」（和訳書 p.41、原
書 p.8）という表現に表れている。従業員が、そ
の属する企業の目標にコミットし、内発的な熱
意をもって企業内外の情報を処理する力を発揮
するがゆえに「周囲のあらゆる変化に器用に対
応していく能力に秀で」（和訳書 p.48、原書 p.12）
ることができ、したがって企業は新機軸を継続
的に実現し、それによってエクセレントであり続
けるという趣旨の考えを著者たちは示している。

つまり、従業員が内発的な熱意をもって行動
することが企業のエクセレンスの源になる。そ
れゆえ著者たちは本論部分の「第３部　基本に
もどる」において、企業のエクセレンスを決定
する要因として、①「行動の重視」（A Bias for 

Action）、②「顧客に密着する」（Close to the 

Customer）、③「自主性と企業家精神」（Autonomy 

and Entrepreneurship）、④「ひとを通じての生
産性向上」（Productivity through People）、⑤「価
値観に基づく実践」（Hands-on, Value-driven）、
⑥「基軸から離れない」（Stick to the Knitting）、
⑦「単純な組織・小さな本社」（Simple Form, 

Lean Staff）、⑧「厳しさと緩やかさの両面を同時
に持つ」（Simultaneous Loose-Tight Properties）
という８点を指摘し、エクセレント・カンパニー
の具体例をもとにして各要因について具体的か
つ詳細に論じている。

上の８つの要因のうち、「顧客に密着する」、
「自主性と企業家精神」、そして「単純な組織・
小さな本社」について特段の補足は不要であろ
う。しかし、他の５つの要因についてはその標
語だけからでは何を意味するのかやや分かりに
くいと思われるので、若干、筆者なりの解釈を
加えておきたい。
「行動の重視」とは思弁的な議論よりも試行し

てみること、その試行がうまくいかない場合に
はやり方を変えてみることが重要であり、失敗
したとしても再チャレンジの機会があること、
と言い換えることができる。「ひとを通じての生
産性向上」とは従業員教育をしっかり行なうと
ともに、従業員が自主性をもって業務改善に取
り組むことを意味する。「価値観に基づく実践」
とは企業独自の理念に基づく実践と言い換える
ことができる。「基軸から離れない」とは野放図
な多角化をしないということであり、他社を吸
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収合併するとしても本業と全く縁のない分野で
活動する他社を吸収するようなことはせず、本
業との関連を重視することを意味する。「厳しさ
と緩やかさの両面を同時に持つ」とは、各社員
や企業内各部署の自主性を尊重するが、その行
動や結果が企業の理念や目標にそぐわないと判
断される場合には行動の停止や部署の廃止を辞
さないということである。

著者たちが注目する具体的なエクセレント・
カンパニーの中で、特に３Ｍの実際が示唆に富
むと筆者は考える。この企業はきわめて多種多
様な商品を開発生産して販売しており、一見し
ただけでは一貫性がないかのような事業構成を
とっているかに思われるかもしれない。しかし、
３Ｍの企業活動初期段階の製品である研磨布紙
と、これから派生した粘着テープが３Ｍの事業
基軸であり、これらから発した新しいアイデア
を従業員が発想し、そのアイデアが社会の中で
求められる商品につながると確信したならば、
すなわち顧客のニーズに応じる商品開発である
と確信したならば、試行錯誤を伴う開発という
行動を実践する。その従業員は１度や２度の失
敗で開発を断念するわけではなく、信念に従っ
て長期的に開発に従事する。その自主性と企業
家精神を上司は最大限尊重するし、自主的開発
を可能にする単純な組織構成が取られている。
つまり、分権的な組織構成が取られているので
ある。しかし、組織が解体しかねない分権化で
はなく、組織のトップは各部署の行動の成果を
モニターし、それが組織の目的や理念にそぐわ
ないとみれば行動を停止させる強い権限を持っ
てもいるのである 1）。

２．�合成樹脂製容器製造企業アルプラ・ヴェル
ケ・アルヴィン・レーナー有限合資会社
（ALPLA Werke Alwin Lehner GmbH & Co 

KG）

2．1．急成長してきた多国籍企業アルプラ社
アルプラ・ヴェルケ・アルヴィン・レーナー

有限合資会社（以下、アルプラ社と略記）は飲
料・化粧品・洗剤などのためのプラスチック容
器を生産する企業である 2）。ヴェルケとは工場
を意味するヴェルク（Werk）の複数形であり、
アルヴィン・レーナーとは創業者の氏名を意味
する。そしてアルプラとはアルプスのプラスチッ
クを意味する短縮合成語である。この企業の
ホームページのポータルサイトには次の意味の
文言が記されている。

「アルプラ社は合成樹脂製容器に関するソ
リューションの開発と生産で世界をリード
している。我々はさまざまな経済部門のた
めにイノベーティブな包装システム・容
器・キャップ・射出成形部品を生産してお
り、家族がリードする企業としての我々の
伝統、最新の技術の投入、イノベーティブ
なソリューションの追求、我々の仲間とし
ての従業員の知識とコミットメント（アン
ガージュマン）が我々と我々の生産物を際
立たせている。」

つまりアルプラ社は、プラスチック製容器の
開発生産で世界の業界をリードするイノベー
ティブな家族企業であると自負しているのであ
る。全世界46カ国にわたって178事業所を同社は
配置しており、従業員数が２万800人、売上高が
36億６千万ユーロに上る。本社と R&D、主要工
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場はフォラールベルク州北部の町、ボーデン湖
（Bodensee）に面するハルト（Hard）にある 3）。
州内での従業員数という点では山本（2019）で
述べたようにブルーム社が最大だが、州外に立
地する事業所の従業員数も含めればアルプラ社
がフォラールベルク最大の多国籍企業である。

しかし、アルプラ社は1970年代当時、さほど
注目に値する企業にはまだなっていなかった。
そう判断できる理由は、フォラールベルク州の
経済史と1970年頃の経済力を概観するとともに、
同州内に立地する有力企業を個別に紹介した
Verlag Eugen Russ （1972）の中に同社に関する
記述がないからである。とはいえ、同じ出版社
からその約10年後に刊行された Enzelberger et 

al. （1983: 160-161）には、1970年代初めから急
速に成長してきたとする同社紹介記事がある。
1950年代末時点でわずか50人の従業員しかいな
かった同社は、1980年代初めになるとフォラー
ルベルク州だけでなく、ドイツ、ベネズエラ、
プエルトリコに工場を配置し、全世界で約２千
人を雇用する多国籍企業になっているとそれに
記されている。

そして21世紀に入ると６千人台に、さらに
2010年代末時点で２万人を超える従業員を全世
界で雇用する大規模多国籍企業へとアルプラ社
は成長してきた（表１）。したがって、同社の成
長は1970年代以上に、その後においてより目覚
ましかったと言える。そこで、同社の成長を、
主として同社発行になる社史 4）に基づいて描い
てみよう。

2．2．アルプラ社の歴史
アルプラ社は、ハルトで生まれ育ったヘルムー

ト（Helmuth）とアルヴィンの兄弟によって1955
年に創業された。創業時の社名はアルペンプラ

スティーク・レーナー・アルヴィン合名会社
（Alpenplastik Lehner Alwin OHG） 5）だった。そ
れは、この兄弟の父親が失職したので、両親の
生計を立てるためだった。OHG とは無限責任社
員から構成される人的会社であり、直訳すれば
商事会社を意味するが、この企業は実質的にみ
れば製造会社として出発した。弟のアルヴィン
が射出成形機を購入して両親の家の地下室の洗
濯場に設置し、プラスチック容器を生産したの
である。 最初の製品は、 隣接する市場町

（Marktgemeinde）ルステナウ（Lustenau）に立
地する伝統的な食品生産販売企業 6）のために、
マスタードや蜂蜜を入れる容器だった。その後
まもなく、地元ハルトに立地する伝統的チーズ
メーカー Alma（アルマ） 7）も顧客とするように
なった。つまり、アルプラ社にとっての最初の
顧客は地元企業だったのである。

筆者自身による2017年９月５日に行なった現
CEO ギュンター・レーナー（Günther Lehner）
からの聞き取りによると、彼の父アルヴィンは

表１　ALPLA社の成長

従業員数 工場数 工場　　
配置国数

販売高
百万 €

1955年          2     1   1        0.1 

1965年      820     3   2        2.3 

1975年   1,215     6   3      43.4 

1985年   1,820   11   5    118.5 

1995年   3,050   29 15    494.7 

2005年   6,800   87 28 1,500.0 

2015年 16,000 154 40 3,130.0 

2019年 20,800 178 46 3,660.0 

資料：�ALPLA Werke, Alwin Lehner GmbH & Co KG （2016） 
60 Jahre ALPLA ―  eine Erfolgsgeschichte　と注３）に
示した資料により作成。

注：�2005年の工場配置国数は、上記資料の p.59に28カ国と
記されているが、p.71には17カ国と記されている。ど
ちらが正しいのか不明である。
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隣接するスイスの企業に越境通勤するエンジニ
アだった。他方、伯父のヘルムートは、創業以
前も以後もウィーンにあるオーストリア政府の
国際貿易省に勤務していた。アルヴィンが技術
と生産を、ヘルムートが調達と販売に責任を負
う体制だったとのことである。ALPLA （2016a: 

6）によれば、兄弟の妹ヴィルマ（Wilma）が経
理を、アルヴィンの配偶者ヘルマ（Herma）が
スイスへの輸出のための書類作成を、弟のハイ
ンツ（Heinz）は学校に通うかたわら余暇に手伝
いを、両親が生産を担当した。つまり、一家総
出でこの合名会社は活動を始めたのである。し
かし、両親の生計をたてるために創業した企業
を実質的に主導したのはアルヴィンだったと解
釈できる。

アルヴィンは様々な射出成形機のための様々
な工具を順次開発し、後に射出成形機そのもの
も独自に開発した。そして1960年代にはユニ
リーバ社（Unilever）を顧客とするようになっ
た。液状商品を入れるための新しい合成樹脂素
材を用いた容器を効率的に生産するために、半
自動での射出成形機「アルプラマート Alplamat」
を開発したことが、ユニリーバ社を顧客として
確保することにつながった（ALPLA 2016a: 10）。
その後も漸次アルヴィンは射出成形機とそのた
めの工具を開発し続け、オーストリア内外で顧
客を獲得していった。その結果、アルプラ社の
売上高は着実に増加し続けた。

アルプラ社の最も重要な戦略の１つは、顧客
の近傍で生産することである。顧客の工場内で
生産することもある。それは輸送費を節約する
ためである。容器は軽いが嵩張るため、仮に顧
客工場から遠く離れたところで生産したとする
ならば、顧客の工場まで空気を運ぶかのように
なる。そのための輸送費はかけない方が合理的

だからである。この戦略は1962年に初めて採用
された。ウィーンに立地する企業マウトナー・
マルクホーフ（Mautner-Markhof）のために、酢
を入れるポリ塩化ビニル（PVC: polyvinyl chlo-

ride）製容器を開発したのだが、ウィーンから遠
く離れたフォラールベルクで生産し納入するの
では輸送費が高くつきすぎた。そこで、ウィー
ン近郊のシュタイナブリュックル（Steinabrückl）
に工場を建設した（ALPLA 2016a: 13）。

Enzelberger, et al. （1983: 160）によれば、この
工場は従業員数約300人でオーストリア国内に合
成樹脂容器を供給し、ハルト工場は従業員数約
400人で生産の約90％をスイスや南ドイツに供給
するという分業体制を取っていた。輸送距離
300kmを超えると輸送費が高くつきすぎるので、
オーストリア国内の中でより大きな地域市場で
あるウィーンやニーダーエーステライヒなどへ
の供給は、ハルトにある本社工場からできなかっ
たとのことである。

顧客工場の近傍で容器を生産するという立地
戦略は1970年代に本格化した。それはドイツの
著名な食酢メーカーでドイツ北部各地に工場を
持つキューネ社（Kühne） 8）から、PVC 製容器の
開発生産を依頼されたことをきっかけとしてい
る。その技術的課題については大きな困難なく
解決することができたが、別の問題が発生した。
それはアルプラ本社工場やボーデン湖近辺で生
産してキューネ社に納めるのでは輸送費が高く
つきすぎるという問題である。そこでアルプラ
社は、ドイツ北西部のノルトライン・ヴェスト
ファーレン州ケルンやデュッセルドルフに近い
ユーリヒ（ Jülich）にあったメッツェラー・プラ
スティーク（Metzeler Plastik）を買収し、ドイ
ツの大市場で販売される食品などのためのプラ
スチック容器の生産を開始した。
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これ以降、例えばヘンケル（Henkel） 9）もアル
プラ社にとって重要な顧客の１つとなっている

（ALPLA 2016a: 25）。顧客の近くでの合成樹脂製
容器の生産は、顧客工場の内部でなされる程に
まで発展した。ALPLA （2016c: 28）によると
1985年が最初の in-house（顧客工場内）生産と
なっている。ただしアルプラ社の社史の記述か
らすると、アメリカの大手日用消費財メーカー
であるコルゲートパームオイル（Colgate Palmoil）
がプエルトリコに設立されたアルプラ社の工場
内で1978年にボトリングをするようになったと
判断できる（ALPLA 2016a: 31） 10）。

実はすでに1960年代から、アルプラ社は多国
籍企業化を進めた。その最初は、オーストリア
が EEC に加盟していなかったので、この市場に
参入するために1964年にフォラールベルクから
近いドイツのボーデンゼー郡マルクドルフ

（Markdorf）に建設した工場である。また1967年
にスイスの食用油メーカー SAIS から食用油用
合成樹脂製容器の開発生産を依頼され、それに
成功した（ALPLA 2016a: 18-19）。さらに1968年
には、偶然が作用してのことではあるが、ベネ
ズエラの合成樹脂メーカーと知り合いとなり、こ
れとの合弁で同国のサンホアキン（San Joaquin）
に工場を設立した。これは南米市場全体を狙っ
ての直接投資であり、アルプラ社の工場として
最大規模のものとなり、後に100％子会社化した

（ALPLA 2016a: 20）。
かくしてアルプラ社は、1982年当時すでに、

販売高14億シリング（約168億円）を挙げ、投資
額が数年にわたって毎年約１億シリング（約12
億円）に上るほどに急成長していた。単なる合
成樹脂製容器生産企業ではなく、そのために必
要な機械や工具を自社内で開発生産し、そのた
めの研究開発も行なう従業員が約100名に上って

いた。その主要市場はドイツであり、顧客工場
の近くで生産すべく、上述したマルクドルフ工
場（従業員数250名）、1972年設立のユーリヒ工
場（従業員数200名）、1974年設立のノルトライ
ン・ヴェストファーレン州フロート・エクスター

（Vlotho-Exter）工場（従業員数65名）、1976年設
立のヘッセン州ゲミュンデン（Gemünden）工
場（従業員数120名）、1978年設立のラインラン
ト・ プフ ァ ルツ州カイザ ー スラウテルン

（Kaiserslautern）工場（従業員数90名）、1982年
設立のベルリン工場とドイツ国内各地に工場を
分散配置していたのである。それに加えて前述
した1968年設立のサンホアキン工場（従業員数
480名）、1977年設立のプエルトリコ、グアヤマ

（Guayama）工場（従業員数90名）、1982・83年
設立のメキシコ工場があった。1980年代初めに
は欧米諸国で約2000名の従業員を擁する多国籍
企業となっていたのである。そのため、オース
トリア政府から表彰されることもあったし、
Eurostars、World-Stars という合成樹脂製容器の
開発生産で顕著な業績を挙げた企業を顕彰する
賞 11）を受賞したこともある（Enzelberger, et al. 

1983: 160-161）。アルプラ社が優良企業であるこ
とは、アメリカの SC ジョンソン（SC Johnson）
からトップサプライヤー賞を2016年に受賞した
ことからも立証される 12）。

2．3．実習生教育と研究開発
ところでアルプラ社は、ハルトの町内ではあ

るが1969年にロホバハ通り（Lochbachstrasse）に
面する場所からアルメント通り（Allmendstrasse）
に面する場所に移転した。それは生産能力を拡
大するためであり、より広い工場敷地を必要と
したからであるが、R&D 機能を近代化し、生産
効率性を高めるためでもあった（ALPLA 2016a:  
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23）。R&D 機能を備えるハルト事業所は、職業
教育の場としても1980年から機能している

（ALPLA 2016a: 33）。ギュンター・レーナーCEO

によれば、アルプラ社は毎年20名以上の実習生
を新規に受け入れており、その約80％が、実習
終了後、正社員として同社に採用されるとのこ
とである。同社はまた2015年にオーストリアの
工業部門で最良のリクルーターと評価されたほ
どである 13）。

1980年代以降、ハルト事業所は、合成樹脂製
容器の生産機能から、顧客企業の個別的なニー
ズに応える包装ソリューションシステムのサプ
ライヤーへと発展した。その顧客の中には前述
のヘンケルのベルリン工場だけでなく、世界最
大の日用消費財メーカーであるアメリカ企業プ
ロクター＆ギャンブル（P&G）のドイツにおけ
るカイザースラウテルン工場も含まれている

（ALPLA 2016a: 35）。製造とソリューションサー
ビスのための知識創造との結合が製造企業に
とっての成功の鍵であることを、それは意味す
る。アルプラ社は1986年に国際貿易省からオー
ストリア国紋章を授与された。それは、同社が
輸出拡大に大きく貢献したからであり、極めて
優れた企業であることを証する（ALPLA 2016a: 

40-41）。
そうした高い業績を挙げることができたのは、

顧客ごとに異なる仕様での合成樹脂製容器を、
また同一の顧客であっても異なる形態や機能を
持つ容器を次々と必要とするのに応じて、それ
を開発生産するために必要な機械や工具を開発
して内製できる能力を持っていたからである

（ALPLA 2016a: 30）。その内製能力は、機械や工
具の設計開発能力の向上と軌を一にしており、
1980年代末からさらに前進した。ハルト町内ア
ルメント通りの本社工場に隣接するモッケン通

り（Mockenstrasse）沿いにも工場敷地を拡張
し、そこに技術センターを1988年に設立したの
である。３次元 CAD/CAM システムも導入し、
これの設計データを CNC フライス盤にインス
トールして複雑な形状の合成樹脂製容器をより
容易かつ迅速に開発生産できるようになった。
特に化粧品関連でより軽量の新容器開発のニー
ズが高く、NIVEA などのブランドで著名なスキ
ンケア用品メーカーであるバイヤスドルフ

（Beiersdorf）の要求に応え続けることから、ア
ルプラ社内部に「生産開発部」が誕生すること
になったし、これに1994年には「デザイン開発
部」が統合された。PCR 容器のリサイクル技術
の開発にも取り組むようにな っ た（ALPLA 

2016a: 42-44）。
前述したようにアルプラ社の多国籍化は既に

1960年代に始まり、1980年代初めにはドイツと
南米等での工場設立によって確立していたが、
1980年代から1990年代にかけてそれがさらに加
速し、1995年までに全世界15カ国に工場を配置
するまでになった（表１）。その中には、東欧諸
国の社会主義体制崩壊と市場経済化に伴ってコ
カ・コーラなどの飲料容器の生産のために、ハ
ンガリーを初めとして、ポーランド、チェコ、
ロシアなどに配置された顧客工場敷地内での生
産工場も含まれる。他方、メキシコでも、アメ
リカの大企業ジョンソン・ワックス（ Johnson 

Wax）などのための容器生産工場を設立し、メ
キシコだけで12工場を配置するほどだった

（ALPLA 2016a: 47）。
その結果1990年代半ばともなると、アルプラ

社は合成樹脂製容器の生産で世界市場をリード
する「隠れたチャンピオン」になったと言える

（ALPLA 2016a: 50）。世界各国への工場配置は21
世紀に入ってからさらに加速している 14）。それ
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は単に生産工場だけでなく、開発機能も世界大
に分散配置されてきている。具体的には、フォ
ラールベルク州のハルトだけでなく、メキシコ
のトルカ（Toluca）、サンパウロ、アトランタ、
バンコク、上海、ハイデラバードに配置されて
いる（ALPLA 2016a: 68; ALPLA 2016b: 19）。そ
うした技術センターには、特に上海とトルカで
は若い世代のためのオーストリア的な二重シス
テムでの職業教育機能も付与しており、オース
トリアと同じレベルでの職業訓練が施されてい
る（ALPLA 2016a: 64）。

2．4．環境保全への貢献
ところで、合成樹脂製商品メーカーは、再生

不可能な化石資源を用い、かつリサイクル不可
能な製品を生産するというイメージがつきまと
いがちだが、アルプラ社はこの問題の克服にも
努めている。同社は自然のエコロジーを尊重す
ることを企業理念に掲げているのである。その
ホームページのポータルサイト 15）にはアルプラ・
アイデンティティと大書されており、その詳細
を見るとドイツ語版と英語版とでは微妙にニュ
アンスが異なるが、次の意味のことが記されて
いる。

「グローバルに活動する企業として、私た
ちは責任を十分認識している。つまり、公
正さと正直、パートナーシップに基づいた
協力と敬意を払った交流が、私たちのアイ
デンティティを形作っている。すべての
人々を同等に遇し、遵法精神に則った行動
をすることが決定的に重要であると私たち
は考えている。／アルプラ社は近代的な家
族企業である。家族企業ということがその
根本にあり、同時に未来志向で家族企業は

行動する。私たちは利潤獲得可能な成長を
目指している。それによって私たちは我が
社の働く仲間たちに生活を保障するだけで
なく、私たちの顧客やパートナーたちにも
確実性を提供する。維持可能な環境保全に
叶うような仕方で資源を活用することは、
私たちの企業家的行動の基礎である。それ
によって、将来世代が健全な環境の中で生
活できることになる。」 16）

この企業理念は、企業倫理という位置付けで
ALPLA （2016c: 13）にも記されている。この倫
理に基づいて会社全体としても個々の従業員も
行動しているからであろう、アルプラ社はこれま
でに各種の賞や認証を授与されてきた。例えば、
US-A-Biz Award 2014、go international Award 

2011、Energy Efficiency Leader Award 2011、
Österreichische Staatspreis “Smart Packaging 

2014” などである（ALPLA 2016a: 63）。2016年
にはオーストリア国家賞 “KnewLEDGE 2016”の
第２等賞を獲得した（ALPLA 2016c: 20）。

アルプラ社は2010年にオーストリアの企業
PET Recycling Team GmbH を取得し、2013年に
ポーランドのラドムスコ（Radomsko）に、同社
３番目の PET リサイクル工場を稼働させた。同
年には、オランダの化学研究企業アヴァンティ
ウム（Avantium）、コカ・コーラ、フランスの食
品製造企業ダノン（Danone）とコンソーシアム
を組んで植物由来の合成樹脂PEF （Polyethylene 

Furanoate）の開発に取り組み始めた（ALPLA 

2016a: 67; Die Wirtschaft. Die Zeitung der 

Wirtshaftskammer Vorarlberg, Nr. 26-27, 26. Juni 

2015, S.42）。2016年にはドイツのヘンケル社に
供給するリサイクル可能なペットボトルを開発
した（Alpla produziert für Henkel Flaschen mit 
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HDPE-Rezyklat. In: Die Wirtschaft. Die Zeitung der 

Wirtschaftskammer Vorarlberg, Nr. 43-44, 28. 

Oktober 2016, S.18）。
2015年には、フォラールベルクに立地するい

くつかの他企業と組んで、「気候中立連合2025
（Klimaneutralitäts-Bündnis 2025）」を結成した。
これは温室効果ガスを自社がどの程度排出して
いるかを把握し（carbon footprint）、気候変動に
影響しない程度にまでそれを引き下げるための
企業間連携活動である 17）。

アルプラ社は州政府から、家族フレンドリー
な企業として認定されていることにも注目した
い。それを筆者は、同社を訪問した際に建物入
り口に州政府の認定証が貼られていたことで気
がついた。その前に、本社工場がある敷地に入
るときに入り口横に幼稚園の建物があることに
も気がついていた。その幼稚園はすでに2007年
に開設されたものである。それは従業員がフレ
キシブルに働くことを可能にするためである

（ALPLA 2016a: 62）。ちなみに山本（2019）で紹
介したフォラールベルク州内での雇用数最大企
業であるユリウス・ブルーム有限会社（Julius 

Blum GmbH）も「家族フレンドリーな企業」と
して州政府から認証されている。

以上見てきたように、優れた企業倫理を有す
る「隠れたチャンピオン」に成長できた成功要
因として、アルプラ社自身は次のことを挙げて
いる（Alpla 2016b: 4-13）。
１�．顧客の要望に迅速かつ正確に対応するため

の、顧客とのコミュニケーション
２．従業員間のチームワーク
３�．従業員のアルプラ社との一体感（アルプラ

社で働いているという感覚ではなく、我々自
身がアルプラだという感覚）
要するに、責任感にあふれた家族企業という

ことが成功の要因であるとアルプラ社は自己認
識していることになる。

2．5．役員構成と国際性を指向する後継者教育
アルプラ社の役員構成にも言及しておきたい。

アルヴィン・レーナーの兄のヘルムートは1978
年に飛行機事故のために死去し、その後の経営
はアルヴィンが担った。しかし、血縁家族では
ない２人の人物が経営陣に入りアルヴィンを補
佐した。このような経営体制はアルヴィンが会
社経営から引退し、その子息であるギュンター・
レーナーが引き継いだ1997年にも、血縁家族で
はない２人の人物が経営陣に加わったので保持
された（ALPLA 2016a: 53）。その後、１人が退
社したためであろう、血縁家族の一員であるニ
コラス・レーナー（Nicolas Lehner）が経営陣に
加わって CCO（Chief Commercial Officer）とな
り３人体制が維持された（ALPLA 2016b: 38）。

さらに2018年に新たにCTO （Chief Technology 

Officer）と COO （Chief Operations Officer）の職
が同社の経営陣の中に設けられ、これらに血縁
家族に属さない人物が任用された。アルプラ社
のニュースリリースによれば、アルプラ社の事
業がそれだけ大きくなったしますます大きくな
ることへの対応と同時に、経営陣の世代交代に
備えるためでもあると CEO のギュンター・レー
ナーが語ったとのことである 18）。

ギュンターの後を継ぐのは子息のフィリップ
（Philipp）であり、第３世代として社史のなかで
紹介されている（ALPLA 2016b: 37）。これによ
れば、英語とスペイン語を流暢に操るだけでな
く、中国語も学んでおり、南京大学に留学した
経験を持っている。ロンドンにある欧州ビジネ
ススクールとボストンのハーバードビジネスス
クールで MBA を取得し、マッキンゼー社ハン
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ブルク事業所、フランクフルトのロートシルト
Rothschild GmbH、ロンドンの European Capitals 

Partner LLP などに勤務した後に、アルプラ社に
入社して世界各地に配置された事業所で勤務し
た。余暇時間には身体障碍者のための水泳コー
チを務めたこともある若者である。

このような家族構成員の中での後継者教育は
多国籍企業としての更なる発展のために必要な
ことであるが、役員構成からすれば家族だけで
企業経営を実行しているわけではないことは明
らかである。山本（2018）でみたように、「欧州
の病人」と揶揄された時代の経済危機をドイツ
が克服すると、家族企業の力強さへの注目度が
ドイツのみならずドイツ語圏全般で増した。フォ
ラールベルクでも家族企業であることを謳う企
業が少なくない。しかし家族企業が大規模化す
ると、家族構成員だけで経営することは困難で
あることを、アルプラ社の経営陣構成の実際が
示していると言えよう。有能な人物を登用する
仕組みを持っていなければ家族企業は優良な大
規模企業になりえないのである。

３．�ゲッツナー繊維株式会社（Getzner Textil 

AG）

3．1．�「繊維の国フォラールベルク」の伝統ある
優良繊維企業

フォラールベルクは「繊維の国フォラールベ
ルク」 19）と呼ばれるほどに、かつて繊維衣服工
業に特化していた工業地域だった。オーストリ
アはドイツやスイスと比べれば経済的にやや遅
れていたと一般にみなされていると思われるが、
世界的に見れば先進工業国の地位を日本よりも
早くに確立していた 20）。このオーストリアの中
で、繊維衣服工業がフォラールベルクほどに盛

んだった地域はほかになかった。しかも1960年
代から1970年代にかけて繊維衣服工業の中心が
発展途上国に移り始めたにもかかわらず、フォ
ラールベルクは1980年代初めまで、繊維衣服工
業への特化の程度が極めて高かった（Feurstein 

2009: 95; Lindner 1997）。
しかし、さすがのフォラールベルクでも、1980

年代から2000年代にかけて繊維衣服工業の存続
は厳しくなり、Pichler （2015: 354）によればか
つて千人以上の従業員を抱えてフォラールベル
ク経済を支えていた繊維衣服部門の大企業は、
次々と倒産したかまたは企業組織の形態を大き
く変え、その結果フォラールベルクでの生産を
完全に停止したか、または大幅に縮小したとの
ことである（表２）。ただし、1954年、1972年、
1983年に地元出版社が編集刊行したフォラール
ベルク経済と代表的企業の紹介文を収録した書
籍によれば、Pichler （2015: 354）が言及した企
業のすべてが従業員千人以上だったわけではな
い 21）。

そのなかでゲッツナー繊維株式会社は、1818
年に設立されたゲッツナー・ムッター＆カンパ
ニー（Getzner, Mutter & Cie）の企業再編によっ
て誕生した企業であり、その後、同社独自のイ
ノベーションによって存続を可能にし、フォ
ラールベルク州の製造企業を代表する一つとし
ての地位を維持しているだけでなく、世界的に
みても繊維工業部門での市場リーダー（先導企
業）としての地位を確立している。2019年11月
に、オーストリア・リーディング・カンパニー
国際部門で第１等賞を得たことは 22）、その一つ
の証左である。そこで以下、この企業の歴史と
現在について、主として Weitensfelder （2005） 23）

に基づいて記す。
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3．2．ゲッツナー・ムッター＆カンパニーの歴史
ゲッツナー・ムッター＆カンパニーの創業者

の一人クリスティアン・ゲッツナー（Christian 

Getzner）は1782年に、フェルトキルヒの南東に
位置する村ザットアインス（Satteins）の農民の
子供として誕生した。この農民家族は、フェル
トキルヒの富裕な商人ヨハン・ヨーゼフ・ガ
ナール（Johann Josef Ganahl）から綿花の供給を
受けて綿糸を紡ぐ内職仕事をしていた。ガナー
ルのための内職仕事はゲッツナー家だけでなく、
フェルトキルヒの近隣農村で多数の農民が行
なっていた。クリスティアン・ゲッツナーは18
歳の時に、ガナールの輸入商品店に店員として
勤務するようになり、商業だけでなく内職取次
の方法（Verlagswesen）も学んだ。

ゲッツナーは1806年にブルーデンツ（Bludenz）
で宿屋兼レストランを営む人物の娘と結婚した。
その持参金をもとに、岳父の家屋の一部で、自
身の輸入商品店を営むとともに、近隣農村の農
民に綿糸生産の内職仕事を依頼するようになっ
た。つまりガナールと同じ仕事を、彼と競合し
ないようにフェルトキルヒから約20km 南東に
離れた場所で営んだのである。同年にティロー
ルのランデック（Landeck）地区トーバディル

（Tobadill）出身のフランツ・クサーヴァ・ムッ
ター（Franz Xaver Mutter）がブルーデンツで繊
維商品店を開設した。

1815年にゲッツナーは、妻の従兄にあたるア
ンドレアス・ガスナー（Andreas Gassner）を経
営パートナーとして迎え入れ、ゲッツナー＆カ
ンパニー（Getzner & Comp）という名称の会社
を設立した。ガスナーはフェルトキルヒとブルー
デンツの中間に位置するネンツィング（Nenzing）
の出身で簿記能力を持っていた（Bleyle ohne 

Jahr: 29）。さらに1818年８月１日に、ガスナー

とムッターをパートナーとしてゲッツナー・
ムッター＆カンパニーが設立されたのである。
このパートナー企業の設立者３名はいずれも農
民の子供だった。そして1820年時点でブルーデ
ンツ近郊農村の農民約3000名に綿糸製造の内職
仕事を依頼する企業となった 24）。

ゲッツナーはブルーデンツとその近郊農村だ
けを経営拠点としたのではない。1819年にフェ
ルトキルヒにも染色工場を設立したからであ
る 25）。しかし、Weitensfelder （2005: 127）によれ
ばその許可を市当局から得なかったり、汚染物
質の排出で近隣住民に迷惑をかけたりしたので
フェルトキルヒでの操業が不可能となり、隣接
する村であるフラシュタンツ（Frastanz）に染
色工場を移転した。しかしここでも村当局から
許可を得なかったために操業停止の措置がくだ
された。

しかし、そうした失敗にめげず、ヨハン・ヨー
ゼフ・ガナールやザンクトガレンの資本家から
の出資を得てブルーデンツに大規模な機械紡績
工場を1822年に設立した（Enzelberger et al. 

1983: 44）。これはフォラールベルク内ではドルン
ビルンのロームベルク＆レンツ（Rhomberg & 

Lenz） 26）についで２番目の機械式紡績工場だった。
さらに1823年にブルーデンツ市が所有していた漂
白工場を借りて自社生産に用い（Enzelberger et 

al. 1983: 44）、1827年にその工場敷地とともに市
から購入した 27）。それ以来、この場所に同社の
本社工場が存続し、1980年代から現在のゲッツ
ナー繊維株式会社（Getzner Textil AG）の本社
工場となっている 28）。さらにネンツィングにも
紡績工場を、ビュルス（Bürs）に紡績工場と織
物生産工場を設立した。こうしたゲッツナーの
あくことなき経営規模の拡大、当時の最新式機
械紡績工場の設立などは、ゲッツナーが企業家



－61－

オーストリア・フォラールベルク州の優良企業

精神あふれる人物だ っ たことによると、
Weitensfelder （2005: 127）は評価している。ゲッ
ツナー自身には事業を継承できる子どもがいな
かったので、1848年に死去した後にその企業を
継承したのは２人の甥だった。

ゲッツナーの死後、1850年時点でフォラール
ベルクには４つの綿紡績大企業が存在していた。
ハルトに立地するメルキョー・ジェニ（Melchior 

Jenny）、フェルトキルヒに本社工場を置きフラ
シュタンツとラウテラハ（Lauterach）にも工場
を配置していたカール・ガナール＆カンパニー

（Carl Ganahl & Co.）、フェルトキルヒで操業し
ていたピーター・ケネディ＆カンパニー（Peter 

Kennedy & Co.）、そしてブルーデンツに本社工
場を持ち、ビュルス、ネンツィング、フラシュ
タンツでも工場を操業していたゲッツナー・
ムッター＆カンパニーである（Bleyle ohne Jahr:  

9）。ちなみにカール・ガナール＆カンパニーの
経営者カール・ガナールは、ゲッツナーの企業
家としての歩みを支えたヨハン・ヨーゼフ・ガ
ナールの子で19世紀半ば以降のフォラールベル
クの経済発展を政策的にも主導する役割を果た
した人物である（Kolb, 1952: 9）。

ところで会社名からうかがい知ることができ
るように、他の２社は外国からの移住者が創業
した企業である。Bleyle （ohne Jahr: 9）によれ
ば、当時のフォラールベルクの繊維産業で活動
していた企業家のうち23人がスイスから、13人
がドイツから、イングランドとスコットランド
から各１人が移住してきた人たちだった。オー
ストリア国内諸邦出身者は７人だった。つまり、
フォラールベルクで繊維工業が隆盛した一因は、
スイス、ドイツ、イギリスなどの外国や、オー
ストリア帝国内他地域から資本と技術を持つ人
物が投資したことに求められる。しかし、地域

内部からも企業家が輩出した。その１人がゲッ
ツナーである。

1950年時点で、ゲッツナー・ムッター＆カン
パニーは綿紡績工場をブルーデンツとネンツィ
ングに有し、この部門での大企業５社の１つと
してカール・ガナール＆カンパニーとともに存
続しえていた 29）。Eugen Ruß Verlag （1954: 116-

117）によれば、1954年時点で同社は1700人の従
業員を擁して繊維衣服工業部門でフォラールベ
ルク第２の規模を誇っていた。従業員のほとん
どはブルーデンツが位置するヴァールガウ

（Walgau）やここに連なる山間河谷の農家出身
だった。同社はこの地域の農家出身者を雇用す
るという方針で、創業以来の経営を続けてきた
ことが記されている。その理由は、その雇用方
針によって農家出身者が故郷を離れなくてもよ
くなるからであり、農民の郷土愛を維持するこ
とができるから、とも記されている（S.116）。こ
の時点で同社は合成繊維の生産やこれを天然繊
維と混紡する布地も生産していたことが記され
ているし、中欧に立地する繊維工場の中で最先
端の技術を駆使していること、新たな輸出先と
してアフリカ市場を開拓したことが記されてい
る（S.117）。

フォラールベルクの繊維衣服工業の活力がま
だ旺盛だった1970年代初めの状況を描いている
Verlag Eugen Russ （1972）によれば、ゲッツ
ナー・ムッター＆カンパニーの従業員数が約
1500名（S.88）と1950年代半ば頃に比べてやや
減少したことが分かる。しかし1972年時点での
オーストリア全国に存在する紡績機械や織機の
約10分の１を同社は所有し、綿糸や合成繊維の
生産量は1550万メートル、布地の生産量は約
4000トンに達していた。そのうち約36％を輸出
し、輸出先は60か国強に上っていた。主要製品
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はシーツ、シャツ用布地、ブラウス用布地、余暇
用衣服向け布地や制服用布地だった。直営の営業
所をウィーン 30）とフォラールベルクに隣接するド
イツのリンダウ郡ハイメンキルヒ（Heimenkirch）
に配置し、重要な市場の顧客、即ち衣服メーカー
とのコンタクトを密に取っていることが記され
ている。

同社はまた７つの発電所を経営しており4700
万 kwh、その電力は州内の工業企業向け電力の
約75％をまかなっているほどだった。さらに
ゲッツナー化学（Getzner Chemie）という子会
社を擁し、そのビュルス工場では合成皮革が生
産されているのに対して、ネンツィング工場で
は土木建設・道路交通などに関わる化学製品が
生産されていた。フォーレンブロイ（Fohrenbräu）
というブルーデンツに立地するビール醸造企業
もまた、同社の子会社だった。

3．3．�ゲッツナー繊維株式会社の概要とイノベー
ション

ゲッツナー繊維株式会社は、ゲッツナー・
ムッター＆カンパニーを改組することによって
1980年に設立された持ち株会社ゲッツナー・
ムッター＆カンパニー有限合資会社（Getzner, 

Mutter & Cie GmbH & Co. KG） 31）の子会社であ
る。Enzelberger et al. （1983: 44-45）にはその改
組について簡単な言及がなされているが、1983
年当時の従業員数や売上高が記載されていない。
前述したように、1980年代に入るとフォラール
ベルクの繊維企業は衰退に向かい始めたので、
その傾向をゲッツナー社も示し、組織変更に
よってそれを克服しようとした時期だったので、
企業規模への言及がなかったのではないかと推
測される。ただし、1980年代には輸出比率が
60％に達していると記されている。

前述のように、この会社は繊維衣服産業にお
いてフォラールベルク州内に立地する最古の企
業の１つである。その傘下には現在表３に示し
た諸企業があり、オーストリアだけでなくドイ
ツとスイスにも拠点を置く多国籍企業となって
いる。さらに、ゲッツナー繊維織物有限会社

（Getzner Textil Weberei GmbH）は、ドイツの
テューリンゲン州ゲーラ（Gera）にあったゲー
ラ織物有限会社（Weberei Gera GmbH）を1997
年に吸収したので 32）、ゲッツナー繊維（株）は
孫会社も持つ多層的な多国籍企業となっている。

ゲッツナー繊維株式会社本体は、著名な航空
会社や企業の従業員が着用する、著名なデザイ
ナーが考案した制服のための布地をブルーデン
ツで生産している。例えば、エールフランス向
けにディオール（Dior）やクリスチャン・ラク
ロワ（Christian Lacroix）がデザインした制服、
ＴＷＡ（トランスワールド航空） 33）向けのヴァ
レンティーノ（Valentino）製制服、そしてルフ
トハンザ向けのストラネス（Strenesse）などが
用いている布地はゲッツナー社製である。ポル
シェ、スイス航空、シュパール（Spar） 34）、マク
ドナルドなどの職員が着用する制服の布地も
ゲッツナー社製である 35）。

ゲッツナー社製の衣服で輸出に成功した特筆
すべき商品は、ナイジェリアをはじめとする西
アフリカ諸国向けの高級ダマスク織である。
2017年９月５日の筆者自身による同社 CEO のゲ
オルク・コンプロイ（Dipl. -Ing. Georg Comploj）
への聞き取りによれば、同社はスイスの商社を
通じて1970年代半ば頃から、ナイジェリアへの
ダマスク織の輸出を開始した。同社の売上高に
占める西アフリカ諸国向けダマスク織の生産高
は、2000年代初めの15％から2015年の60％強に
まで拡大したとのことである。その間に同社の
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ダマスク織売上高は約1200万ユーロから約１億
3700万ユーロに増加し、2017年には２億2000万
ユーロを越えた（図１）。

図１から明らかなように、ゲッツナー繊維
（株）の売上高は2000年代前半期において停滞し
ていたが、2006年以降、シャツ布地の生産の落
ち込みをはるかに凌駕するほどにアフリカ向け
ダマスク織の販売が急速に増加したのである。
ドイツやスイスの繊維企業を買収によって子会
社化し、その販売高も2015年から増加傾向にあ
るので、ゲッツナー・グループの売上高は全体
として2010年以降上昇してきた。

しかし、かつてのフォラールベルク州内の雇
用数1700名と比較すれば、2000年代にそれは約
800名から約650名にまで落ち込んだので、フォ
ラールベルク州レベルのみならずブルーデンツ
とその近郊での労働市場におけるゲッツナー社

の比重は明らかに減退した。とはいえ、アフリ
カ向けダマスク織の成功の故と思われるが、
2010年代に入ってからブルーデンツでの雇用数
は漸増してきた。ドイツのテューリンゲン州ゲー
ラにある子会社の従業員数も2010年代半ば以降
増加している。したがって、ゲッツナー社グルー
プ全体としての従業員数は近年増加しつつある

（図２）。

3．4．�家族企業ゲッツナー社グループを率いる
ゲオルク・コンプロイ

ゲッツナー社グループにはゲッツナー・ヴェ
ルクシュトッフェ（Getzner Werkstoffe GmbH）
という化学企業も含まれる。これは合成皮革を
生産していたビュルス工場に、土木建設交通用
の合成樹脂を生産していたネンツィング工場の
機能を移管し、1969年にゲッツナー・ムッター

表３　ゲッツナー繊維（株）の子会社

企　業　名 所　在　地 業 務 内 容

Getzner Textil Weberei GmbH Bludenz、フォラールベルク 布地生産

Getzner Textil Handel GmbH Lustenau、フォラールベルク 商社

SR Webatex GmbH Bayreuth、ドイツ 保護服（技術繊維）生産

Meyer-Mayor Neu St. Johann in Canton of St. Gallen、
スイス quality cousine cloths especially for hotels

Blaha Textilveredelug Bayreuth、ドイツ 繊維製品仕上げ加工

Herbert Kneitz GmbH Bad Mitterndorf/ Steiermark、オース
トリア

2016年に子会社化。自動車用繊維材 （顧客は
Porsche, BMW, Audi, Volkswagen and SEAT。
商用車については Mercedes, MAN, Volvo, 
Neoplan etc.）

TFE Textil GmbH Bludenz、フォラールベルク 自動車・医療分野のための技術繊維

資料：下記のウェブサイト
　　　http://www.meyer-mayor.ch/　2018年２月17日閲覧。
　　　https://www.kneitz.at/kneitz/unternehmen/　2018年２月17日閲覧。
　　　http://www.getzner.at/unternehmen/ueber-uns/　2018年２月17日閲覧。
　　　http://www.getzner.at/getzner-textil-ag-kauft-herbert-kneitz-gmbh/　2017年12月27日閲覧。
　　　�https://www.techtextrends.com/company/technical-textiles/application-areas/sr-webatex-gmbh-4393/　2020年１月７日

閲覧。
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図２　ゲッツナー繊維（株）グループの従業員数の推移
資料：ゲッツナー・ムッター＆カンパニー有限合資会社 CEO の Georg Comploj 氏より入手した資料に基づいて筆者作成。

図１　ゲッツナー繊維（株）グループの商品別売上高の推移
資料：ゲッツナー・ムッター＆カンパニー有限合資会社 CEO の Georg Comploj 氏より入手した資料に基づいて筆者作成。
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＆カンパニーの子会社とした企業とその海外子
会社からなる企業であり、1980年のゲッツナー
社グループの改組とともにゲッツナー・ムッ
ター＆カンパニー有限合資会社の子会社となっ
た。ゲッツナー繊維（株）と兄弟会社という位
置づけになる 36）。この企業の2000年以降の成長
ぶりを示したのが図３である。2003年以降、ほ
ぼ順調に成長し続けてきていることが分かる。
その具体的な製品は鉄道、自動車、建設機械、
産業機械などのために必要なポリウレタン防音
防振材（polyurethane suppresses noise and vibra-

tion）であり、この分野でのハイテク企業に数え
入れることができる 37）。

筆者が面談した2017年９月当時、ゲオルク・
コンプロイはゲッツナー繊維（株）の CEO だっ
たが、現在、同社の監査役会会長となってい
る 38）。注36）に記したように、彼は同時にその

親会社であるゲッツナー・ムッター＆カンパ
ニー有限合資会社の唯一の代表権を持つ自然人
である。その子息のローランド・コンプロイ

（Roland Comploj）は2019年４月からゲッツナー
繊維（株）の CEO の任に就いている。それゆ
え、ゲッツナー社グループはコンプロイ家の家
族企業であると判断できる。ちなみにローラン
ドがゲッツナー繊維（株）経営者の第７世代と
なると報道する新聞記事もある（Die Presse 12. 

11. 2019）。しかし、ゲッツナー繊維（株）とゲッ
ツナー・ヴェルクシュトッフェ（有）のいずれ
のホームページをみても、その執行役員の構成
員の氏名から判断して、コンプロイ、ゲッツ
ナー、ムッター、ガイスナーのいずれかの苗字
を持つのは、ゲオルクとローランドだけである。
つまり、ゲッツナー社グループの中核を構成す
る２つの企業の経営は特定家族だけでなされて
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図３　ゲッツナー・ヴェルクシュトッフェ・グループの従業員数と売上高の推移
資料：ゲッツナー・ムッター＆カンパニー有限合資会社 CEO の Georg Comploj 氏より入手した資料に基づいて筆者作成。
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いるわけではない。
ところで、コンプロイという姓はドイツ系の

名前ではない。ゲオルク・コンプロイ本人によ
ればレトロマンス語の名前だとのことである。
彼の先祖は19世紀にレトロマンス語地域から
フォラールベルクに移住してきたとのことであ
り、本人自身はフォラールベルクで生まれ育っ
た。Russmedia （2014: 5）によれば、彼の経歴は
ブルーデンツにあるギムナージウムを卒業した
後、 工学分野の教育研究で世界的に著名な
チューリヒに立地する ETH（スイス連邦工科大
学）で機械工学を学び、ここを修了した後にス
イスの繊維企業で５年間働いた。1979年、28歳
の時にゲッツナー社に入社し、生産部門の責任
者として機織り、仕上げ加工、染色の全工程を
経験したのちに取締役となり、1986年に取締役
会長になった。その地位にあってもなお、技術
開発と生産の両部門を率いた。

コンプロイは2013年に VN 経済賞を受賞した。
VN とはフォラールベルク州で発行されている
日刊新聞フォラールベルガー・ナーハリヒテン

（Vorarlberger Nachrichten）のことである。新聞
を発行しているルスメディア社によれば、コン
プロイが受賞した理由は次のとおりである。
1980年代末以降にフォラールベルクの繊維衣服
産業は危機に陥り、倒産した企業が多い中に
あって、コンプロイは将来を見据えた積極的投
資によってゲッツナー社の成長をもたらした。
その投資の多くが研究開発に向けられた。結果
として、フォラールベルク州の中では相対的に
経済力の弱いブルーデンツを中心とする南東部
の雇用を維持した。ゲッツナー社は所属する産
業分野での地位を高め、欧州内ではもちろん、
世界的にみても主導企業の一つとなっている

（Russmedia 2014: 5）。

危機を克服して、先進国での繊維衣服製造企
業として存続できているのは、何よりもたえざ
る技術革新にあるという。４年に１回は新製品
を送り出しているとコンプロイは、フォラール
ベルガー・ナーハリヒテン紙記者に語っている

（Russmedia 2014: 5）。
繊維衣服産業では、たとえ技術開発で先端を

走ったとしても他社に模倣されることはよくあ
るとのことだが、その問題を克服してきたし、
中国では経済会議所の国際貿易担当部の支援を
得て有能な弁護士を見つけることができ、模倣
問題に対応できている、とフォラールベルガー・
ナーハリヒテン紙記者に語っている（Russmedia 

2014: 5）。西アフリカへのダマスク織輸出の成功
についても強調しており、要するに多様な色合
いと紋様の布地の生産に強みを持っていること
が語られている。西アフリカでも他社による模
倣が後を絶たないとのことだが、それも克服で
きているとのことである。ただし、それが具体
的にどのようにして可能となっているかについ
ては記されていない。企業秘密に属することだ
からであろう。ともあれ、同社製の布地は高級
品であり、バチカンの高位聖職者が着用する衣服
にも用いられているとのことである（Russmedia 

2014: 6）。
肌着やシャツ用の布地もゲッツナー社は高級

品を生産している。その顧客には、アルマーニ
（Armani）、ボス（Boss）、ラコスト（Lacost）、
ヴァン・ラーク（Van Laak） 39）、ザイデンシュ
ティッカー（Seidensticker） 40）など、著名なアパ
レルメーカーが名を連ねている。

筆者が同社を訪問した2017年９月５日時点に
おいて、同社では60名の実習生（Auszubildende）
が繊維、化学、電子の各技術分野での職業教育
を受けていた。こうした実習生の約50％は、実
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習期間を終えた後、同社に採用されるとのこと
である。同社グループ全体ではその時点で80名
の実習生がいた。

ゲッツナー繊維（株）が従業員の就業環境に
十分な配慮をしている企業であることは、同社
が ALPLA と同様、州政府から家族フレンドリー
な企業に認定されているという事実（Amt der 

Landesregierung Vorarlberg 2018）や、従業員の
健康への配慮が優れている企業として認定され
ていることから明らかである 41）。さらに同社は、
フォラールベルク州で300人以上を雇用する企業
の中で最良の雇用主「Beste Arbeitgeber」に2018
年に選ばれた 42）。

４．�運輸企業ゲブリューダー・ヴァイス有限会
社（Gebrüder Weiss Gesellschaft m.b.H.）

4．1．�ロジスティクス企業としてのゲブリュー
ダー・ヴァイス社

ゲブリューダーとは兄弟を、ヴァイスは姓を
意味する。兄弟という語句が企業名に加えられ
た経緯については後述する。この企業はフォラー
ルベルク州で誕生したミッテルシュタント 43）の
中で大企業に成長した企業として最も古い歴史
を持つ。後述するように、同社は既に第２次世
界大戦後の1950年代にはフォラールベルク内で
の有力企業の１つになっていたと解釈できるに
もかかわらず、1950年代と70年代に刊行された
同州の経済と主要企業の概要に関する書物

（Eugen Ruß Verlag 1954; Verlag Eugen Ruß 1972）
に同社に関する記述はない。1980年代に同じ出
版社から刊行された同州の経済と企業に関する
書物（Enzelberger et al. 1983: 199）で初めてこ
の企業の紹介がなされた。その理由は同社が製造
企業ではなく運輸企業であり、運輸というサービ

スへの社会的関心が低かったからと考えられる。
言うまでもなく製造企業がその製品を顧客に

届けたり、サプライヤーから部材や部品を入手
したりする際には、自社内に輸送部門を抱えな
い限り、運輸企業に依存せざるを得ない。その
意味で、ゲブリューダー・ヴァイス社は州内製
造企業が州外にその製品の販路を求めたり、州
外から原料や部材を調達したりする場合に重要
な役割を果たしてきた。もちろん、フォラール
ベルク企業が国外、特に海外の企業等との間で
物資輸送をする場合に最も重要な役割を現在果た
しているのは、おそらく鉄道であろう。フォラー
ルベルク州の北部のヴォールフルト（Wolfurt）に
は、1981年に操業開始された大規模な貨物駅が
ある。これはコンテナターミナルの機能を備え
ておりオーストリア鉄道によって運営されてい
る（Pichler 2015: 364）。

ゲブリューダー・ヴァイス社はそのコンテナ
ターミナルに直結する引込み線路がある場所に
広大なトラックターミナルを有している。つま
り、鉄道とも連携して同社は州内やオーストリ
ア国内での物資輸送においてはもちろん、欧州
内での物資輸送において重要な役割を果たして
いるのである。のみならず、後述するようにア
ジアやアメリカと南東欧との間の貨物輸送も行
なっている。この企業はフォラールベルク州に
拠点を置きながらオーストリア最大規模の貨物
運輸企業の一つとなっており 44）、そうなりえた
のは同社独自のイノベーションがなされたから
であり、単なる運輸企業というよりも、それに
関わる情報受発信や付帯サービスも行なうロジ
スティクス企業だからである。以下、ゲブリュー
ダー・ヴァイス社の歴史とイノベーションを、
主として同社の社史（Senger-Weiss 2010）に基
づいて描く。
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4．2．ゲブリューダー・ヴァイス社のルーツ
ゲブリューダー・ヴァイス社は現在もミッテ

ルシュタント企業であり、その所有と経営はゼ
ンガー＝ヴァイス（Senger-Weiss）家の手中に
ある。この企業のルーツは、依拠した資料の副
題からもわかる通り、16世紀初めにまでさかの
ぼる 45）。

当時のヨーロッパではアウクスブルクのフッ
ガー家やフィレンツェのメディチ家などが遠隔
地交易の主役を担っており、アルプスを越えて
の物資の流通が盛んだった。その重要な輸送ルー
トの１つがボーデン湖畔のリンダウとフォラー
ルベルクのフサハ（Fußach）を結ぶ水上交通と、
フォラールベルクのフェルトキルヒ（Feldkirch）、
スイスのクール（Chur）を経て、ここからほぼ
まっすぐに南下してイタリアのコモ湖の北端に
たどり着き、水上輸送によってコモまで行き、
ここから陸上交通でミラノに物資を運ぶという
ものである。言うまでもなく地中海交易などを
通じてミラノに集められた物資は、この逆ルー
トでボーデン湖畔や現在の南西ドイツに輸送さ
れた。

このリンダウとミラノの間の物資輸送に、フ
サハに住んでいたいくつかの家族が早くから従
事しており、その中にヴァイス家も含まれてい
た。ただし、17世紀初め当時のミラノ側の史料
で確認できる輸送業者はミラノ使送（Mailänder 

Boteとドイツ語で記される）と命名されており、
これを正式に任命できるのはミラノ商業会議所
であって、フサハのアダム・シュペーラー

（Adam Spehler）やヤーコプ・シュペーラー
（Jakob Spehler）が17世紀初め時点でその任に就
いていた。この２つのシュペーラー家と姻戚関
係にあったヨハン・ヴァイス（ Johann Weiss）が
1734年に初めてミラノ使送としてミラノ側の史

料にジョアンニ・ヴィス（Gioanni Vis）という
名前で登場したのである。

ミラノ使送が運んだものは物資や手紙だけで
なく、貨幣もあったし、人も含まれる。その中
には、ヴォルフガング・アマデウス・モーツァ
ルトの子でピアニストのフランツ・クサーヴァ・
モーツァルト（Franz Xaver Mozart）もいた。し
かし、最も有名な同行者は、1788年にイタリア
からの帰途にあったヨハン・ヴォルフガング・
フォン・ゲーテである。ゲーテは同行した使送
の名前を「Spehler/Leonhard 兄弟」であると記
録したが、彼らは当時のヴァイス家の人たちの
従弟にあたる。ヴァイス家の男たちも使送の役
割を果たしており、ミラノからフサハまでゲーテ
を案内したものと考えられる（Senger-Weiss 

2010: 35-69）。
ゲブリューダー・ヴァイス（ヴァイス兄弟）

社という名前の企業が設立されるのは1823年で
あり、ヨハン・ヴァイスの孫ヨーゼフ（ Josef）、
その従弟で同じくヨハン・ヴァイスの孫のレオ
ンハルト（Leonhard）とヨハン・アロイス・カー
ル（ Johann Alois Karl）の兄弟によってである。
彼らはミラノとリンダウの間の物資輸送に携わ
るミラノ使送であるとともに、リンダウに拠点
を置く商人の領域外代理店の役割を果たしてい
た。この立場から、自立した運輸企業へと発展
したのである。自立した運輸企業とは、輸送を
企画し、そのための組織をつくり、この組織を
動かす企業という意味である。実際の輸送は数
多くのさまざまな陸上輸送業者と水上輸送業者
が担った。その背景には、フォラールベルクで
増えつつあった繊維工場にとっての原材料や製
品の輸送需要の増大と、フォラールベルク内で
の道路整備、19世紀半ば以降の鉄道開通、ボー
デン湖の蒸気船就航などの進展とがあった。ゲ
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ブリューダー・ヴァイス社が輸送した物資は繊維
工業原料とその製品だけでなく、例えばティロー
ル地方で産出される塩や南ドイツで収穫される
小麦などもあった（Senger-Weiss 2010:  88-99）。

4．3．�国際業務に強みを持つ運輸企業としての
発展

ゲブリューダー・ヴァイス社はオーストリア
帝国という枠組みのなかで事業を拡大し、ベネ
チア、ジェノヴァ、トリエステに事業所を配置
するとともに、1889年にはウィーンの著名な運
輸企業を吸収してここにも拠点を置いた。さら
に、近隣のスイス東部各地にも事業所を配置し
た。しかし第１次世界大戦後における国際秩序
再編成の故にアルプス以南の事業所を喪失した。
しかも、同社の事業を担ってきたアントン・
ヴァイス（Anton Weiss）が1921年に亡くなった
ために、その子のフェルディナント・ヴォルフ
ラム・ヴァイス（Ferdinand Wolfram Weiss）が
23歳の若さで会社経営を担うことになった。さ
らにフェルディナントの義理の叔父、即ちアン
トンの妹フェルディナンダ（Ferdinanda）の配
偶者でゲブリューダー・ヴァイス社のウィーン
事務所支配人だったアドルフ・イェリー（Adolf 

Jerie）がアントンの死後フェルディナントとと
もに同社の共同経営者の位置にあったが、1925
年に死去した。このような相次ぐ不幸に見舞わ
れながら、フェルディナントは、世界大恐慌、
第２次世界大戦、そして戦後の混乱期を通じて
同社の経営に邁進し、オーストリア有数の運輸
企業に再び育て上げた（Senger-Weiss 2010:  

102-141）。
2007年９月４日に筆者がインタビューした、

同社取締役ハインツ・ゼンガー＝ヴァイス
（Heinz Senger-Weiß）によれば、フォラールベ

ルクの小さな運輸企業でしかなかった同社を、
オーストリア有数の運輸企業に育てたのはフェ
ルディナント・ヴォルフラムだとのことである。
それゆえフェルディナントはゲブリューダー・
ヴァイス社中興の祖である。そしてこれを引き
継いで同社をオーストリア国内だけでなく、諸
外国との間の輸送を担う欧州規模の運輸企業に
育て上げたのは、フェルディナントの一人娘ハ
イデグンデ（Heidegunde、通称ハイディ Heidi）
とその配偶者パウル・ゼンガー（Paul Senger）
である。

同社の社史から知ることのできる、ハイデグ
ンデ＆パウル夫妻指揮下での同社の発展の基盤
は国際業務にあったと判断できる。フォラール
ベルク企業にとってだけでなく、オーストリア
企業全体にとっての最大の重要な外国市場はド
イツであり、その他の EU 加盟諸国（EU の前身
にあたる EC あるいは EEC も含めて EU と表現
する）である。フォラールベルク企業にとって
はスイスもまた重要な市場であった。オースト
リアは1995年まで EU に加盟していなかったの
で、これらの欧州諸国との輸出入には関税手続
きが必要だった。これを荷主あるいはその送り
先企業にとって満足のいく通関手続きを迅速に
行う能力をゲブリューダー・ヴァイス社は持つ
ことができていたのである。そのような通関手
続きに関する高い能力はミラノ使送の時代に培
われた知識を受け継ぎ、時代や相手国に応じて
具体的な通関手続きは変わったであろうし異な
るであろうが、それにも迅速かつ正確に対応す
る能力を同社の社員は備えるようになっていた
ことを基礎にしていた。この点で、本社のみが
重要な役割を発揮したのではなく、通関手続き
業務を実際に担う営業所（支店）で勤務する社
員の能力が重要だ っ た（Senger-Weiss 2010: 
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158-159）。
1980年代初め時点での同社を紹介した

Enzelberger et al. （1983: 199）によれば、オース
トリアはもちろん、スイス、ドイツ、イギリス、
中南米に営業所を張り巡らした同社は約1300名
の従業員を擁する多国籍業となっていた。販売
総額の約70％が国際業務に関わっていたし、単
なる輸送だけで利潤を獲得していたのではなく、
輸送に関わる様々なサービス提供によっても得
ていたのである。家族が所有かつ経営する企業
でありながら分権的組織でもあることが記され
ている。

分権化された企業組織は1989年以降の東欧社
会主義諸国の政治体制変化を受けてゲブリュー
ダー・ヴァイス社が大きく成長するうえで有効
に機能した。フォラールベルクにある本社より
もむしろ、ウィーン営業所長だったアルフレー
ト・デンク（Alfred Denk）が、南東欧諸国市場
への参入を主導したからである。本社はむしろ
西欧指向だったため「東への拡大」にたいして
懐疑的だったが、デンクのイニシャチブのもと
短期間でハンガリー、チェコ、スロバキア、ス
ロベニアに同社の拠点を築いた。さらに1991年
には欧州外で最初の営業所が中国の上海に設立
された（Senger-Weiss 2010: 157-158）。

オーストリアが EU に加盟する以前のゲブ
リューダー・ヴァイス社の売上高の過半が通関
業務に拠っていたし、同社の付加価値総額の約
３分の１がこの業務によっていたので（Senger-

Weiss 2010: 159）、国際業務を増やしたことが
1970年代以降の成長の最重要要因であると言え
る。そうすることができたのは、ハイディが
ウィーンの国際貿易大学（現在のウィーン経済
大学）で学んだ後に、父フェルディナントの指
示でゲブリューダー・ヴァイス社のパートナー

企業の役割を果たしていたスイス、オランダ、
フランス、ニューヨークなどの運輸企業で研修
を積んだこと、そしてのちに配偶者となるパウ
ル・ゼンガーがウィーン工科大学で経営学を学
んだ後に経済学をさらに学ぶためにアメリカで
留学経験を積んだ人物だったからであると推定
される（Senger-Weiss 2010: 143）。

通関業務のほかにもアメリカ発祥になる小包
配達業務の民営化の波をいち早くとらえて、リ
ンツのシャヒンガー（Schachinger）社及びザル
ツブルクのラーガーマックス（Lagermax）社と
連携してオーストリア国内でその業務に1980年
代末に参入したこともまた、ゲブリューダー・
ヴァイス社の成長に寄与した（Senger-Weiss 

2010: 153-154）。この業務にとって、フェルディ
ナントの時代にオーストリア国内に張り巡らし
た支店網（Senger-Weiss 2010: 133）が有効に機
能したと推定できる。1966年時点でフォラール
ベルク州内に５か所、ウィーン、ニーダーエー
ステライヒ、オーバーエーステライヒの３州に
６か所、シュタイアマルク州のグラーツ、ティ
ロール州のインスブルックとクーフシュタイン

（Kufstein）に営業所を配置していたのである。
つまり、狭い国内市場だけに頼ることができな
いオーストリア企業にとって、国際貿易が成長
のために重要なことは自明であるが、それなり
の国土規模を持つオーストリア全土を覆うよう
な営業所網を確立していたことが国際業務の発
展の土台のひとつとなったと解釈できる。

4．4．�EU加盟に伴う困難の克服と南東欧諸国へ
の進出

通関業務に強みを持っていたがゆえに、オー
ストリアのEUへの加盟はゲブリューダー・ヴァ
イス社にとって最重要の収益源を破壊しかねな
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かった。それまでオーストリア国内各地に配置
してあった営業所で通関業務とそれに伴う各種
の業務に携わる要員も不要になり、250名に上る
人員整理が1995年までになされざるをえなく
なったのである。そのことが明確になった1993
年11月から対策が講じられた。オーストリアで
は、運輸企業が整理対象となる要員の職業転換
を支援する財団 AUSPED が1995年に設立された
が、この設立にゼンガー＝ヴァイスは同社の事
業所委員会やオーストリアの運輸労働組合の協
力を得て、大きく貢献した。この財団の基金は
１億500万シリング（763万 €）に上り、その各
３分の１をオーストリアの運輸企業とその従業
員、オーストリアの連邦政府及び諸州政府、そ
して EU が拠出した。この財団はオーストリア
の運輸企業から整理対象となった要員の職業再
教育に従事した。その人数は約1300人に上り、
職業転換に成功したのはその約80％に上った。
EU 統合の拡大と深化に伴って不要となる運輸
企業従業員の職業転換のためにこの種の財団が
設立されたのは、EU 加盟諸国の中でオースト
リアだけだったとのことである（Senger-Weiss 

2010: 160-161）。
EUへの加盟はオーストリアの運輸企業にとっ

て困難な課題を突き付けたが、ハイディ・ゼン
ガー＝ヴァイスは常に EU への加盟を支持した。
それは、EU 市場の拡大に伴って域内での物流
がさらに拡大するであろうし、これは運輸企業
にとっての危機だけでなく、チャンスでもある
と彼女は認識したからである。実際、ゲブリュー
ダー・ヴァイス社は、他社に先駆けての情報通
信技術の活用と南東欧諸国市場とアジア市場へ
の参入によって（Senger-Weiss 2010: 178-195）、
遅くとも1997年以降、リーマンショックの時期
を除いて順調に成長し、2013年以降、海外子会

社の従業員数がオーストリア国内従業員数を上
回るほどの多国籍企業へと発展した（図４）。売
上高もリーマンショック時には下がったがそれ
以降、順調に伸びてきている。海外子会社を含
めたゲブリューダー・ヴァイス社コンツェルン
全体の売上高の中に占めるオーストリアの同有
限会社の占める比重は2007年当時60％近かった
が漸減し、近年では海外子会社の売上高がコン
ツェルン全体の過半を占めるほどになっている

（図５）。
ハインツ・ゼンガー＝ヴァイスによれば、同

社の強みの一つに、実習生教育がある。実習生
数は2000年の114人から2008年の142人に増えた
とのことである（russmedia のデータと著しく
異なるので、おそらくフォラールベルク州内だ
けでなく、オーストリア国内各地の事業所で雇
用されている実習生の総数と思われる）。

ゲブリューダー・ヴァイス社の成長にとって、
オーストリアの EU 加盟に先んじて重要な意味
を持ったのは、西欧と東欧の間の鉄のカーテン
の消滅である。それまでオーストリア以外で同
社にとって取扱貨物の収集地域として重要だっ
たのは、スイス東部、及びオーストリアに隣接
するドイツ南部すなわちリンダウやパッサウ程
度でしかなかったが、東欧諸国での社会主義体
制崩壊を受けて、貨物収集地域あるいは送達地
域として組み込むべく、南東欧諸国への進出が
急速に進んだ。それに主導力を発揮したのは、
前述したようにフォラールベルク本社ではなく、
ウィーン支社の支社長アルフレート・デンク
だった（Senger-Weiss 2010: S.181-185）。

ゲブリューダー・ヴァイス社は、現在の同社
社長ヴルフガング・ ニ ー スナ ー（Wolfgang 

Niessner）の構想をもとに、かつてのハープス
ブルク帝国、すなわちドナウ王国の領域におお
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図４　ゲブリューダー・ヴァイス社のオーストリア国内および国外での従業員数の推移
資料：ゲブリューダー・ヴァイス社取締役ハインツ・ゼンガー＝ヴァイスより入手した資料に基づいて筆者作成。
注：�従業員数は各年末の Arbeiter、Angestellte、Lehrlinge の合計値。
　　ただし2017年については６月末の数値。またジョイントベンチャーの従業員数は含まない。 
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むね相当する地域が欧州内で最も成長力ある地
域になると予想し、積極的にこの地域での第１
級のロジスティクス企業となり、グローバルな
規模での輸送にこのアルプスドナウ地域（南東
欧諸国）を結びつけるという目標（戦略）を描
き、それに向かって他の南東欧諸国への進出を
実行した（表４）。2009年末には、市場人口が１
億人を超える規模をもつ上記の南東欧諸国での
ゲブリューダー・ヴァイス社従業員数は１千名
以上に達した。

南東欧諸国でのロジスティクス企業として、
この地域を世界的な流通網に結び付けるという
ゲブリューダー・ヴァイス社の戦略を実現する
ためには、航空輸送と海上輸送でのパートナー
を必要とした。この点で、ドイツのブレーメン
にあるレーリヒ＆カンパニー（Röhlig & Co.）と

の提携が重要な意味を持った。この運輸企業は、
欧州内でゲブリューダー・ヴァイス社にとって
の市場と重ならない諸国、即ち南アフリカやオー
ストラリアでの輸送に実績を持っていた家族企
業であり、それゆえ航空・海上輸送での実績を
持っ ていた（Senger-Weiss 2010: 186; 190-191; 

194-195）。これとの協力が1990年代初めに開始さ
れ、1999年に正式に両者の合弁企業ヴァイス・
レーリヒ（Weiss-Röhlig）が誕生した。この合弁
企業は2000年からの約10年間で中国、インド、
東南アジア諸国、中東、日本、北米に営業所を
配置し、ゲブリューダー・ヴァイス社にとって
の市場を欧州外に大きく拡大する基盤としての
役割を果たしている。

こうした国際的な運輸企業としての地位の確
立は、ゲブリューダー・ヴァイス社単独でなし

表４　東西冷戦終了後以降におけるゲブリューダー・ヴァイス社の多国籍化の進展

年 事　　　　項

1990年２月 ハンガリーに資本の60% を出資して子会社 Hungaroweiss を設立 .

1990年春 チェコのプラハに子会社（ただし事務機能のみ３名）設立。

1990年秋 プラハ国際空港近くの工場建物を輸送ターミナルに転換。ブラティスラバとブリュンに営業所設立。

1991年 スロヴェニアのマリボルに事務所を、のちにリュブリャーナに支社を設立。

1993年 チェコとスロバキアの分離の後、ブラティスラバに東欧第４番目の子会社を設立。

2000年 クロアチアに進出。

2001年 ゲブリューダー・ヴァイス社の協力企業としてブルガリアとルーマニアで活動していた運輸企業
Cargolog 社を吸収。

2004年 セルビアに進出。

2005年 ウクライナに進出。

2006年 スロバキアの M&G Spedition 社を吸収し、同国市場を全面的に獲得。

2008年 ボスニア・ヘルツェゴビナに進出。

2009年 マケドニアに進出。セルビアの Eurocargo の資本の多数を取得。提携企業であるドイツ企業
Hellmann 社のプラハ子会社を吸収。

2010年 モンテネグロに進出。

資料：Senger-Weiss （2010: 180-185） の記述をもとに筆者作成。
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えたわけではないことは明らかである。むしろ、
オーストリア国内全体を覆う独自の輸送網構築
を基盤にして、外国企業との提携を通じてまず
はトラックによる欧州規模での輸送を可能にし
た。具体的には1970年にドイツの運輸企業ウニオ
ン・トランスポルト（Union Transport）社との
提携を通じてドイツの主要７都市へ、ついで1977
年にオスナブリュックのヘルマン（Hellmann）
社との提携を通じてドイツ北部全体へのオース
トリアからの、あるいはドイツ北部からのオー
ストリアへのトラック輸送を可能にした（Senger-

Weiss 2010: 204）。ドイツ市場はフォラールベル
ク企業にとってだけでなく、多くのオーストリ
ア企業にとって最重要の外国市場であるがゆえ
に、ゲブリューダー・ヴァイス社のトラック輸
送網のドイツへの拡大は重要な意味を持った。
同社の輸送網拡大はドイツにとどまらず、欧州
諸国の現地企業との提携によって、欧州全体に
拡大したし（Senger-Weiss 2010: 203-207）、地球
規模での輸送も前述のように、ゲブリューダー・
ヴァイス社単独の力でなしえたのではなく、ブ
レーメン企業との提携によって可能となったの
である。

4．5．企業文化
ゲブリューダー・ヴァイス社の企業文化の特

質は、「ロジスティクスは人間的」というタイト
ルのもとで Senger-Weiss （2010: 224-227）に記
されている。さらに、家族企業であることの意
味が、同社を36年間にわたって率いてきたゼン
ガー＝ヴァイス夫妻へのインタビューという形
式で語られている（Senger-Weiss 2010: 240-

251）。以下、その内容を紹介しよう。
家族企業はドイツ語圏諸国において称揚され

ているといってよい 46）。同一家族の系統が４代

以上にわたって企業経営者の位置にある例は
オーストリアで多くないが、ゲブリューダー・
ヴァイス社は運輸企業として設立されてからで
も６代にわたって同系家族が経営してきたとい
う点で稀であることをインタビュアーは指摘し、
その長期的成功の秘密を問うている。その問い
に対する夫妻の回答は、大胆にまとめるならば、
企業文化に求めていると言える。

パウル・ゼンガー＝ヴァイスは幾世代にもわ
たって受け継がれてきた同社の最重要の価値は

「独立性と存続とへの意思」であり、「あらゆる
面での企業家的な思考と専門性」を発揮すると
ともに、政治や経済の環境変化に対応する「柔
軟性」と「勇気」が備わっていたからこそ、超
長期にわたる同社の存続が可能だったとみてい
る（Senger-Weiss 2010: 241）。パウルの妻であ
り、ヴァイス家の直系でもあるハイディは「モ
ビリティへの愛」が受け継がれてきたからこそ、
運輸企業家として存続することが可能だったの
である、 と述べている（Senger-Weiss 2010: 

241）。
運輸企業は１か所の拠点だけで事業を遂行で

きるわけではない。オーストリアという比較的
小さな国土の中であっても、全国的な輸送網を
築くためには各地に営業所や輸送拠点を配置す
る必要がある。これらが総体として円滑に機能
するために、「補完性の原理、即ち可能な限りの
権力分散と必要な限りにおいての中央集権とが、
ゲブリューダー・ヴァイス社の伝統であり中心
的な価値である」（Senger-Weiss 2010: 242）とパ
ウルは補足している。さらに、市場を意識し、
ネットワークを有効に活用し、透明性と学習能
力、収益性と経済性、顧客に向き合うことが同
社の文化であるという。これは1990年代末に定
義された同社の価値、即ち「独立、サービスエ
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クセレンス、持続可能、コミットメント」とい
う４つの用語で表現される価値のことである。
これは同社のシンボルカラーであり、所有する
トラックや輸送拠点となる建物に施されている
色になぞらえて「オレンジウェイ」と表現され
ている（Senger-Weiss 2010: 242）。

独立とは自社で定めた進路を歩むことであり、
そのためには収益性を確保する必要があり、し
たがって投資とイノベーションを持続させなけ
ればならないが、提携企業との信頼に基づく協
力が必要であることも意味する。持続可能とは
長期的視野で考えるということであり、資源の
保全を重視しかつ競争力の長期的維持を図るこ
とである。サービスエクセレンスとは、長期的
協力関係にある顧客の満足を達成することであ
り、そのために従業員は高いソリューション能
力とアンガージュマンとによって顧客に対応す
ることを意味する。コミットメントとは、顧客
と提携企業に対してだけでなく、同僚に対して
も敬意を払い、アンガージュマンと結合感とを
もって対応するという点で傑出することを意味
する。これらの価値を実現するためには、従業
員が会社へのアイデンティティを持つことが必
要であり、そのために会社は従業員個々人の個
性を尊重した継続教育を行うし、それによって
働くことが喜びであるという感情を持つことが
重要だとしている（Senger-Weiss 2010: 226-

227）。実際、「ロジスティクスは人間的」と題さ
れた４ページにわたる企業文化の記述（Senger-

Weiss 2010: 224-227）は、同社が実践してきた
従業員教育の方法にあてられており、その最後
に、「サービス企業の成功は同僚である従業員の
質とモチベーションに依存することを知ってい
るがゆえに、従業員の世話・指導と開発が企業
及び企業指導部の中核的能力であると認識して

いるし、人と人との関係は、間人間的な敬意に
よって特徴づけられるし、そうであり続ける」
と記されている。

５．おわりに

本稿で紹介したフォラールベルクで誕生し成
長してきた３社は、いずれも家族企業であるこ
とを謳っている。アルプラ社はまだ創業者の子
息即ち２代目が CEO を務めている比較的若い
企業であるが、ゲッツナー繊維（株）は19世紀
初めから存続している、この地域の主要産業だっ
た繊維工業の伝統ある大企業である。その CEO

は創業家の家族名とは全く異なる姓であり移民
の系譜を持つ人ではあるが、どこかで創業３家
のいずれかと親戚関係をもつようになったか、
あるいは創業３家が保有していた資本を買い
取ったものと推測される。そしてゲブリュー
ダー・ヴァイス社はゲッツナー繊維（株）より
もさらに古い伝統を持つ家族企業である。

ドイツ語圏では「欧州の病人」からドイツが
立ち直った2000年代後半以降、その経済のレジ
リエンスを担っているのがミッテルシュタント
という類型の企業であるという考えが強まって
いること、そしてミッテルシュタントは家族企
業と同義であるということは山本（2018）で触
れた。本稿で論じた３社は規模的に見れば大企
業であるし多国籍企業となっているが、ミッテ
ルシュタント＝家族企業といえる。しかも、経
営の実権を特定家族が持つとともに、経営陣に
家族・親族以外の人物を組み込んでいることも
共通している。そして属する産業部門の違いは
あれ、いずれもイノベーションを実現して成長
してきたことは本論での論述から明らかである。
グローバリゼーションがますます進展してきて
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いる21世紀において、３社はいずれもその業績
を拡大し続けてきているからである。

単に成長しただけでなく、いずれもPeters and 

Waterman （1982）がアメリカ企業の中に発見し
たエクセレント・カンパニーとほぼ同じ特質を
持っていることも確かである。ただし、３社い
ずれについても本稿の「はじめに」で紹介した
エクセレント・カンパニーたるための８つの要
因すべてが認められると実証したわけではない。
筆者の調査不足のゆえに、３社いずれもが有す
ると確認できたのは、「顧客に密着する」、「自主
性と企業家精神」、「ひとを通じての生産性向上」
だけと言わざるを得ない。その中で、従業員の
所属企業への一体感が強いこと、これが各企業
の熱心な実習生教育や従業員教育によって育ま
れていること、それゆえ「ひとを通じての生産
性向上」が３社ともにあることに注目したい。
それは個々の従業員や個別の部署の「自主性と
企業家精神」につながると考えられる。「自主性
と企業家精神」は分権的な組織構造のもとで発
揮されやすい。特にゲブリューダー・ヴァイス
社は分権的な組織構造を持つことが同社の成長
の重要な要因の一つであることを「補完性」と
いう語句を用いて明言している点も注目される。

「補完性」とは、組織の中でより小さな単位がや
れることはその小さな単位に任せ、これが自力
で遂行できないことを組織の中で上位にある部
署が支援することを意味する。筆者が工場見学
をした際の経営者と従業員とのやり取りから、
大企業であるにもかかわらず経営者と一般従業
員との間の心理的距離が短いことを看取できた
ことも付言しておく。

もちろん、この３社だけがフォラールベルク
に立地する企業の中でのエクセレント・カンパ
ニーというわけではない。すでに山本（2019）

で取り上げた４社（ブルーム、ツムトーベル、
リープヘアヴェルク・ネンツィング、ドッペル
マイヤー）もそうである。のみならず、これら
７社だけでなく、ほかにも大中小さまざまな規
模にわたって少なからぬエクセレント・カンパ
ニーがフォラールベルクに立地している。筆者
自身が経営トップにインタビューした企業でま
だその事業を詳しく紹介していない企業につい
ては本稿の続編で扱う予定である。そのうえで、
地域内に大都市がなく、欧州スケールの大都市
圏から遠く離れているにもかかわらず、地域の
人口が1981年にはわずか約31万人だったし 47）、
1996年末に約34万人、2018年末時点でも約39万
５千人万でしかないにもかかわらず 48）、さまざ
まな工業部門でエクセレント・カンパニーが輩
出されてきているのはこの地域の政治的社会的
文化的な特徴と関連すると考えられる。つまり、
エクセレント・カンパニーが多様な分野で数多
く輩出されるのは個別企業の努力だけでなく、
それを支える環境がフォラールベルクの中にあ
るからだと考えられる。この論点についても別
稿で詳細に論じてみたいと考えている。

付記：本稿は日本学術振興会科学研究費の助成を得
て遂行している基盤研究（C）「エコ社会的市場経
済原則の下での「場所に関する戦略的経営」の経
済地理学的研究」（2019～2022年度　課題番号
19K01191）による研究成果の一部である。なお、
本稿で言及した企業経営者へのインタビューは、
日本学術振興会科学研究費補助金挑戦的萌芽研究

「中欧諸国の多様な連邦制の下での周辺的位置にあ
る地域の経済発展に関する比較研究」（2015～17年
度　課題番号15K12952）で2017年９月に行なっ
た。訪問インタビューのための仲介の労を取って
いただいたフォラールベルク経済会議所工業部

（Spalte Industrie der Wirtschaftskammer Vorarlberg）
ミヒャエル・アマン（Michael Amann）部長と当
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時の職員シュテファン・ニーデラー（Stefan 

Nieder、現在は）氏には、インタビューにも同行
いただく場合があった。インタビューに応じてい
ただくだけでなく、自ら工場なども案内していた
だいた ALPLA 社 CEO のギュンター・レーナー

（Ｇ ünther Lehner）氏、ゲッツナー社 CEO のゲオ
ルク・ コンプロイ（Georg Comploj） 氏、 ゲブ
リューダー・ヴァイス社取締役のハインツ・ゼン
ガー＝ヴァイス（Heinz Senger-Weiss）氏に厚く御
礼申し上げる。

注

 1 ）	３M のエクセレンスに最も早く着目したのは
Peters and Waterman （1982）であると思われるが、
日本では野中・清澤（1987）、ガンドリング・賀川

（1999）、河合・伊藤・山路・山田（2004）などがそ
れぞれ独自の視点で３M のエクセレンスを描いて
いる。いずれも、３M の特徴として研究開発に従
事する従業員の自主性を保証する組織文化、すな
わち分権化された組織構造が企業家精神の発揮に
つながると指摘している点で共通する。

 2 ）	以下、アルプラ社の現況に関する記述は下記の
同社ホームページから得られる情報に基づく。
https://www.alpla.com/de　2019年５月10日閲覧。

 3 ）	 https://www.alpla.com/de/unternehmen/daten-

fakten　2019年５月10日閲覧。
 4 ）	以下、アルプラ社の歴史については特に断りの

ない限り ALPLA （2016a）に基づく。ただし、注目
すべき出来事などについては、それを記載してい
るこの社史の該当ページを示す。

 5 ）	OHGとはOffene Handelsgesellschaft の省略形で
あり、合名会社を意味する。すなわち、ドイツの
著名な学術書出版社である Springer 社が運営する
インターネットで検索できるドイツ語での経済辞
典 Gabler Wirtschaftslexikon によると、OHG とは
人的会社であり、その目的は共同体的な企業形態の
もとで商業を営むことにあり、社員は会社の負債に
関して無限責任を負う（https://wirtschaftslexikon.

gabler.de/definition/offene-handelsgesellschaft-ohg-

46240　2019年６月15日閲覧）。

 6 ）	この企業は Lustenauer Senf Bösch GmbH であ
り、現在も存続している。https://www.lustenauer-

senf.com/ueber-uns/geschichte　2019年６月15日
閲覧。

 7 ）	この企業も存続しているが、フォラールベルク
州に立地するチーズメーカーであるルップ（Rupp）
社の傘下に2008年に入った。　https://www.alma.

at/marke/geschichte/　2019年６月15日閲覧。
 8 ）	 https://www.kuehne.de/unternehmen/standorte　

2019年６月22日閲覧。
 9 ）	ヘンケルは洗剤や化粧品などの生産販売で、ド

イツにおいて最も著名な企業の１つである。ドイ
ツの経営雑誌 manager magazin の website 記事
“Deutschlands 1000 Weltmarktführer” によると、世
界市場をリードするドイツ企業1000社の中で、ヘ
ンケル社は販売高基準で第24位に位置づけられる。
https://www.manager-magazin.de/unternehmen/
artikel/deutsche-unternehmen-deutschlands-1000-

weltmarktfuehrer-a-718850.html　2019年６月22日
閲覧。

10）	ALPLA （2016a: 31）には1987年のことだったと
記されているが、これの pp.30-32には1975年から
1978年の事績として記述されているので、1978年
の誤植と判断できる。

11）	これは1970年以降に授与されている賞である。残
念ながらアルプラ社がこの賞を授与されたのがいつ
なのかはインターネット情報だけでは分からない。
https://www.worldstar.org/about-worldstar-

competition　2019年７月１日閲覧。
12）	Alpla erhält Top Supplier Award 2016 from SC 

Johnson. In: Die Wirtschaft. Die Zeitung der 

Wirtschaftskammer Vorarlberg, Nr.34-35, 26. August 

2016, S.36.

		  ALPLA erhält internationale Auszeichnung. In: 

VOL. AT　https://www.vol.at/alpla-erhaelt-interna 
tionale-auszeichnung/4825732　2019年12月30日閲
覧。

13）	 https://www.vol.at/alpla-ist-oesterreichs-bester- 
recruiter-in-der-industrie-branche/4514658　2020
年１月８日閲覧。

14）	最近ではエジプトにも進出した。https://www.
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vol.at/alpla-hat-neuen-produktionsstandort-in-

aegypten/4537029　2020年１月８日閲覧。Alpla: 

Neuer Produktionsstandort in Ägypten. In: Die 

Wirtschaft. Zeitung der Wirtschaftskammer Vorarlberg, 

Nr.46-47, 13. November 2015, S.36.

15）	 https://www.alpla.com/de/unternehmen/alpla-

identitaet 　 https://www.alpla.com/en/company/
alpla-identity　2019年６月22日閲覧。

16）	英語版のホ ー ムペ ー ジでは、 ドイツ語の
Unternehmerischen Handels（企業家的行動） が
business activities と英訳されている。

17）	 https://www.klimaneutralitaetsbuendnis2025.

com/　2019年６月22日閲覧。これの結成に当初か
ら参加した10社はアルプラ社のほかに、Blum（家
具用金具製造）、illwerk vkw（発電）、Sutterlüty

（スーパーマーケット）、 Schwärzler（ホテル、レスト
ラン）、Hypo Vorarlberg（銀行）、Rhomberg（建設
業）、11er Elfer（食品製造）、CST Claus Steurer

（業種は不明）、Haberkorn（機械器具商社）である。
18）	 “ALPLA EXPANDS ITS BOARD” 　 https://blog.

alpla.com/en/press-release/newsroom/alpla-expands-

its-board/06-18　2019年６月22日閲覧。
19）	この呼称が、フォラールベルクで、あるいはオー

ストリアでいつから人口に膾炙するようになった
のか分からないが、Nägele （1949）はこの呼称を
用いた書籍であり、フォラールベルクの経済史を
知るうえでの基本文献の一つとなっている。

20）	その証左の一つとして、第２次世界大戦後以降
に日本が鉄鋼業の主要生産国の一つになりえた技
術的背景として、オーストリアで開発された LD

転炉技術の導入があったことに見られるように（大
橋1966：227-229）、オーストリアが鉄鋼技術の先
進国だったことを挙げることができる。ただし、
鉄鋼技術はフォラールベルクではなく、シュタイ
アマルクやオーバーエーステライヒで発達した。
LD転炉技術のＬとはオーバーエーステライヒの工
業都市リンツ（Linz）のＬと、シュタイアマルク
州の工業都市ドナヴィツ（Donawitz）のＤとを取っ
た名称であり、この両都市の鉄鋼企業で酸素上吹
転炉すなわち LD 転炉が実用化されたことにちな
んだ名称である。

21）	Pichler （2015: 354）は、表２に示した企業が従
業員千人以上を雇用していたと断言しているが、
その根拠を示していない。他方、フェルトキルヒ
にある経済文書館の web 版刊行物である Bleyle 

（ohne Jahr: 19）には、Pichler （2015: 354）が列挙
した企業が、フォラールベルクを代表する繊維衣
服大企業という趣旨で全く同じ順序で列挙されて
いる。ただしこれにもその根拠が明示されている
わけではないが、1980年から2005年の間に倒産し
たか企業形態を変えたという趣旨のことは記され
ていない。Pichler （2015）と Bleyle（ohne Jahr）の
いずれが先に公表されたのか、筆者は確認できてい
ない。Bleyle （ohne Jahr）は次の URL で入手できる。
https://wirtschaftsarchiv-v.at/files/Industrie.pdf

22）	ALC: Austria’s Leading Companies（オーストリ
ア・リーディング・カンパニーズ）とは、オース
トリアの日刊新聞 Die Presse が KSV1870 （Der 

Kreditschutzverband von 1870）　及び PwC Austria

（PricewaterhouseCoopers）と共同で毎年11月に顕
彰するオーストリアの優良企業のことである。
PwC はロンドンに本拠を置く会計・コンサルティ
ングを業務とする多国籍企業であり、そのオース
トリア子会社がウ ィ ー ンにある。KSV1870は
ウィーンに本社を置く信用保証を業務とする企業
の団体である。

	 https://www.pwc.at/en/about-us/austrias-leading-

companies.html

	 https://www.pwc.at/en/about-us.html

	 https://www.ksv.at/ueber/unternehmen

	 https://www.getznermutter.at/gesellschafter/Port

als/0/20191112%20Getzner%20ALC%202019%201.

Platz.pdf

	 いずれも2019年12月１日閲覧。
23）	この文献はフォラールベルク州政府が編纂した

Land Vorarlberg （2005: 126-127）に収録されてい
る。Weitensfelder はフォラールベルクの経済史に
関する専門研究者で、Weitensfelder （2001）を著わ
している。

24）	 https://www.getzner.at/unternehmen/geschichte/　
2019年11月30日閲覧。

25）	 https://www.getzner.at/unternehmen/geschichte/　
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2019年11月30日閲覧。
26）	Bleyle （ohne Jahr: 9）によれば、1813年に機械式

紡績工場 Rhomberg & Lenz が設立された。
27）	 https://www.getzner.at/unternehmen/geschichte/　

2019年11月30日閲覧。
28）	ゲッツナー繊維（株）の本社所在地の住所はブラ

イヒェ通り（Bleichestraße 1）となっている。Bleiche

は「漂白」を、Straße は「通り」を意味する。
29）	Kammer der Gewerblichen Wirtschaft für Vorarlberg 

（1952: 147-274）には1950年時点でのフォラールベ
ルク州における各製造業部門に関する詳細な統計
データと解説文が掲載されている。これによると、
全製造業部門335社のうち繊維衣服製造企業が180
社、22,817名の製造業就業者のうち16,315名が繊維
衣服企業で働いていた（S.148）。そのなかで綿紡
績部門の大企業は、Getzner, Mutter & Cie と Carl 

Ganahl & Co のほかには、 テ ュ ー リンゲン
（Thüringen）に立地する Ing. R. Kastner、ドルンビ
ル ン に 立 地 す る F. M. Hämmerle と Franz M. 

Rhomberg、ケネルバハ（Kennelbach）に立地する
Textilwerke Schindler の３社だけだった（S.159）。
綿織物製造では上記５社のほかに、ドルンビルン
に立地する Herrburger & Rhomberg とホーエンエ
ムスに立地する Hohenemser Weberei und Druckrei

の２社が1938年時点で300台前後以上の機械式織機
を有していた。紡績企業は織物も生産しており、
この点での最大企業は F.M. Hämmerle で1937台の
織機を、第２位が Getzner, Mutter & Cie で1088台
の織機を有していた。他の企業は600台を下回る織
機数でしかなかった（S.162）。繊維衣服部門には
ほかに絹織物、毛織物、刺繍織、衣服製造、レー
ス編みなどがあり、これらの部門で活動する企業
は中小規模がほとんどだった（S.164-201）。

30）	Enzelberger et.al （1983: 44-45）によれば、すで
に1840年にウィーンに直営営業所を配置していた
し、イタリアのヴェローナにも営業所を19世紀に
配置していた。綿花の輸入を自社自身で行なって
いたので、ゲッツナー社は純粋な製造企業という
のではなく、商社機能も併せ持つ企業だったこと
が上掲書に記されている。

31）	 http://www.getzner.at/unternehmen/geschichte/ 

2018年２月16日閲覧。
32）	 http://www.getzner.at/getzner-schafft-gera-150-

neue-jobs/ 2018年２月17日閲覧。
33）	TWA はアメリカの航空会社として最も伝統があ

り、世界に航空網を張り巡らして成功した企業で
あるが破綻し、2001年にアメリカン航空に吸収さ
れ、現在は存在していない。https://airlinegeeks.

com/2016/12/01/merger-miscarry-the-trans-world-

american-merger-15-years-later/　2019年11月９日
閲覧。

34）	 Spar はオーストリア最大のスーパーマーケット
チェーンである。

35）	 http://www.getzner.at/stoffgeschichte/erfolgreich- 
ueber-den-wolken-und-dabei-fest-am-boden-bleiben/ 

2018年２月16日閲覧。
36）	オーストリア企業の概略に関する情報を掲載し

ているウェブサイトによれば、Getzner, Mutter & 

Cie GmbH & Co. KG は持ち株会社であり、ゲッツ
ナー繊維株式会社とゲッツナー・ヴェルクシュトッ
フェ・ホールディング有限会社（Getzner Werkstoffe 

Holding GmbH）を管理する企業である。この代表
は Dipl.-Ing. Comploj Georg であり、彼が代表権を
持つ唯一の自然人であると記されている（https://
www.firmenabc.at/getzner-mutter-cie-gesellschaft-

m-b-h-co-kg_OzA　2019年12月１日閲覧）。
37）	 https://www.getzner.com/de　2018年２月17日

閲覧。
38）	 https://www.firmenabc.at/getzner-textil-aktiengesellschaft_ 

Oyw　2020年１月４日閲覧。
39）	ドイツのベルリンで1881年に創業した著名な衣

料品メーカーである。https://www.vanlaack.com/
en/about/　2019年11月９日閲覧。

40）	ドイツの著名な衣料品メーカーである。https://
www.seidensticker.com/de/de/　2019年11月９日
閲覧。

41）	ORF （29.03.2017） 40 Betriebe mit dem „salvus“ 

ausgezeichnet

	 https://vorarlberg.orf.at/v2/news/stories/2833988/
	 https://presse.vorarlberg.at/land/dist/vlk-58866.

html　いずれも2020年１月４日閲覧。
42）	 https://besterarbeitgeber.vol.at/die-gewinner- 
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innen/　2020年１月４日閲覧。これはテレビメディ
ア企業である VOL. AT が2013年から実施している
顕彰事業であって、上記のウェブサイトによれば
５人以上を雇用する州内に立地する企業の従業員
が自由に応募できる。応募が受け付けられると、
独立した調査研究機関であるアウエル博士研究所

（Institut Dr. Auer）によって作成されたアンケート
が当該企業の従業員や経営者にオンラインで送付
され、従業員については回答者が特定されない方
法でアンケートに答える。そうしたデータをもと
にして「最良の雇用主」が規模別に選定される。
アウエル博士研究所とはルステナウに立地する経
営マーケティング調査コンサルティング企業であ
る（https://www.auer-imm.at/　2020年１月４日閲
覧）。

43）	ミッテルシュタント（Mittelstand）という類型
の企業については山本（2018）で詳述したので参
照されたい。

44）	ゲブリューダー・ヴァイス社の取締役の一人で
あるハインツ・ゼンガー＝ヴァイスへの2017年９
月４日に行った筆者自身の聞き取りによれば、同
社はオーストリア最大規模の運輸企業である。
Enzelberger et al. （1983: 199）にも、1980年代初め
時点ですでに同社がオーストリア最大規模の運輸
企業になっていたことが記されている。しかし、
Industriemagazin というオーストリア工業界に関す
る専門誌の2013年９月号（S.77-78）によると、ゲ
ブリューダー・ヴァイス社は2011年時点において販
売額規模で国内第３位の貨物運輸企業だった。第１
位は1,535百万 € の SCHENKER & CO AG、第２位
は 1,484.5百万 € の LKW WALTER Internationale 

Transportorganisation AG だが、SCHENKER & 

CO AG はドイツ企業のオーストリア子会社なの
で、ゲブリューダー・ヴァイス社はオーストリア
の民族企業として第２位ということになる。ゲブ
リューダー・ヴァイス有限会社の持株会社である
ゲブリューダー・ヴァイス・ホールディング株式
会社の売上高が上掲誌に示されており、1,150百万
€ だった。

45）	以下、この企業の歴史については Senger-Weiss 

（2010）による。この書物は大判で280ページにも

上るので、具体的な事実については、参照ページ
も随時提示する。

46）	例 え ば、 Ewing （2014）、Audretsch  （2015）、
Audretsch and Lehmann （2016）が、ドイツ経済の
強さの要因の一つとして、ミッテルシュタント、
すなわち家族によって所有かつ経営される製造企
業の存在に求めている。その詳細については山本

（2018）を参照されたい。なお、Simon （2012）は
ドイツだけでなくスイスやオーストリアには家族
企業という形態の「隠れたチャンピオン」が数多
く存在すると述べている。

47）	Amt der Vorarlberger Landesregierung Landesstelle 

für Statistik und Wirtschaftskammer Vorarlberg 

（Hrsg.） （2017: 18）による。これは alle Wohnsitze

に関する統計として提示されているので、別荘居
住者も含む人数であり、年間を通じて定住してい
る人口はこれよりも少ない。

48）	 1996年と2018年の数値は年間を通じて定住してい
る人口（Hauptwohnsitz）であり、alle Wohnsitze で
はない。alle Wohnsitze の数値は、本文に記載した
人口に加えて1996年の場合約１万６千人多く、2018
年については約３万１千人多くなる（Vorarlberger 

Landesregierung Landesstelle für Statistik 2019: 6）。
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Excellent Companies in Vorarlberg, Austria
―Cases in the industrial sectors of plastic packaging, textile and transportation―

YAMAMOTO Kenji

This paper is a sequel of Yamamoto (2019) and its purpose is to describe brief histories and the present situ-

ations of excellent companies in Vorarlberg, Austria: ALPLA Werke Alwin Lehner GmbH & Co KG in Hard, 

Getzner Textil AG in Bludenz, and Gebrüder Weiss Gesellschaft m.b.H. in Lauterach. These companies belong to 

the corporate type of Mittelstand or family company, which is recognized as a source of advantage and resilience of 

German economy (Audretsch & Lehmann 2016; Ewing 2014). Simon (2012) points out that there are a number of 

the so-called “hidden champions” not only in Germany but also in Switzerland and Austria and that many of them 

are family companies.

The present author visited the headquarters of the three companies in September 2017 und had interviews 

with one of the executive board members of each company. He uses the company’s history published by them-

selves respectively and various documents. And he also collected various information through internet, local 

newspaper and other publications. Based on these materials, he describes their development to excellent compa-

nies, which can continually realize some innovation of technology, marketing, service for their customers and so 

on.

ALPLA was established in 1955 and has developed machines and tools for producing plastic packaging for 

various drinks, foodstuffs and articles for daily use such as cosmetics, skincare products, household care materials, 

engine oil, grease and so on, which are produced by well-known large corporations in the world, while it had sup-

plied plastic packaging for the local companies during its start-up stage. Because its technological innovation has 

been recognized by well-known large manufacturing corporations, it produces those articles near or within the 

factories of its customers in order to reduce the transport cost and to meet the needs of its customers quickly. 

Machines and tools are, however, developed at the headquarters’ location, namely at Hard in Vorarlberg, where 

ALPLA can get motivated and skilled workers through the Vorarlberg’s dual system of vocational education. It 

tries to develop recycling system of plastic bottles and bio-based plastics for bottles, coating and fibers in collabo-

ration with foreign companies.

Getzner Textil AG was subsidiary of Getzner, Mutter & Cie GmbH & Co. KG, the predecessor of which was 

established in 1818 and had been one of the largest textile companies in Austria since the mid-19th century. 

Through the reorganization of Getzner, Mutter & Cie in 1980, Getzner Textil AG was established and gradually 

overcame the crisis of the textile industry in Vorarlberg. It has continually grown on the basis of offensive invest-

ment for new technology under the leadership of CEO of Getzner Textil AG, who had studied engineering at ETH 

in Zurich and is now CEO of the Getzner’s holding company. Main products of Getzner Textil AG are textile fabrics 

for renowned apparel makers, and uniform of famous airline companies and other big corporations. This company 

has been also successful for marketing of damask fabric in Nigeria and other countries in Africa. And it has gotten 

several awards for working conditions for its employees. Getzner Werkstoffe GmbH belongs to the Getzner’s 

group and this is very innovative in the polyurethane suppresses noise and vibration for transportation 

equipment.

Gebrüder Weiss is surely one of the oldest and tradition-richest family companies not only in Austria, but also 

in Middle Europe. Under the Habsburg’s empire, it played an important role for the international transport of 
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materials and goods of the Vorarlberg’s textile industry and had branch offices outside of Austria. It lost its assets 

in foreign countries because of the Habsburg’s defeat of World War I. However, under the leadership of Ferdinand 

Weiss between 1921 and 1968 and of his daughter and her husband between 1968 and 2004, Gebrüder Weiss could 

overcome several crises and can become one of the largest companies of logistics in Austria. It has developed its 

subsidiaries in Southeast European countries since the fall of the Iron Curtain, under the leadership not of its 

headquarters in Vorarlberg but of a manager at its branch office in Vienna. Gebrüder Weiss now plays the role as a 

key logistics corporation between Danube-Alpine countries and the global world. Its principle of the organization 

is subsidiarity, which means decentralization as far as possible and centralization as far as necessary, and coopera-

tion with partner logistics corporations outside of Vorarlberg and even of Austria.

We can find several aspects of nature of the excellent companies, which Peters and Waterman (1982), a clas-

sical work on excellent companies in the USA, point out. This is also the case for the largest four companies in 

Vorarlberg, with which Yamamoto (2019) deals. The present author finds the core of the excellence in the manag-

ing philosophy, namely endogenous commitment of employees with their respective company and the principle of 

subsidiarity for the organizational structure. Commitment and entrepreneurship of employees of the Vorarlberg’s 

family companies are outstanding, what may well be attributable to the apprentice training under the Vorarlberg’s 

dual system of vocational education, further education for the regular employees and high-level corporate ethics 

of each company, which includes environmental consciousness and family-friendly policy and so on.
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